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Ⅲ　EU における刑事司法協力の発展と展開
1．EU の刑事司法協力における犯罪人引渡法の位置づけ
　本稿（2）は，ヨーロッパ連合（European Union，以下では EU という）の犯罪人引渡制度
の特徴を検討することにより，犯罪人引渡しの効率性の追求と人権原則との調和と両立
を目指してどのような取り組みがなされ，また今後に向けてどのような課題があるか
を考えることを目的とする。既に本稿（1）では，国家間主義に基づくヨーロッパ評議会
（Council of Europe/CoE）の 1957 年犯罪人引渡条約の下でも最近の追加議定書により，効
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率性の追求が試みられた結果，略式手続の採用及び特定主義要件の緩和等により犯罪人
引渡法の現代的な変容を示していることを確認した。ただし，伝統的な犯罪人引渡法の
基本的性格（例えば，双罰主義，自国民不引渡原則等）に関しては議論の段階であり，現状
では大きな変更は見られなかった。CoE においては，締約国間の刑事司法管轄権の統
合というよりは，調整機能が重視されているからである。
　これに対して EU 諸国間では，犯罪人引渡法制の顕著な変化がみられる。元来 EU の
前身であったヨーロッパ共同体（EC）は，経済統合を目的として掲げてきただけであっ
たが，国境を越える組織犯罪及びテロによる脅威を背景として，マーストリヒト条約1）
以降は刑事司法分野の協力をも目的及び任務の対象としてきた。そして，アムステル
ダム条約2）の改革を経て，刑事司法分野における活動を強化し，特に今世紀に入って
からはテロ対策強化のために 2001 年の「ヨーロッパ逮捕状枠組決定」（以下では，EAW
枠組決定という）3）により従来の犯罪人引渡制度を代替する新たな制度を導入したこと
が注目される。すなわち，「相互承認」（mutual recognition）の原則を刑事司法協力分野
にも取り入れるとともに双罰主義（double criminality）の適用を大幅に制限することによ
り，他の構成国の司法当局が発給したヨーロッパ逮捕状（European Arrest Warrant/ 以下，
EAW という）の効力がすべての構成国においてもそのままの形で認められるようになっ
た4）。また，犯罪人引渡法における引渡拒否事由のうち，自国民不引渡しの原則，政治
犯不引渡しの原則も廃止し，関係国司法当局間の直接交渉によって迅速な引渡しを実現
させたのである5）。
　以上のような EAW 枠組決定による犯罪人引渡法の制度改革は，今世紀初めのアメリ
カを狙った同時多発テロへの緊急対応という側面が強かったために，効率性追求を第 1
義としていた。そのため人権に対する配慮は十分とはいえなかった。同枠組決定は，す
べての EU 構成国がヨーロッパ人権条約の締約国であり，人権保障は「EU 法の一般原
則」とされ，かつ EU 基本権憲章6）でも人権の尊重を掲げていることを考慮して，EU
諸国間における人権保障についての相互信頼を前提としていたのである。しかし，元よ
り刑事手続上の諸権利に関する EU の基準は存在していないだけでなく，本枠組決定の
採択時は 15 か国であった EU 構成国は，その後 2007 年には 27 か国にまで増えたこと
によって，各国における犯罪人引渡しを含む刑事手続法は更に顕著な差異を露呈するこ
とになった。その結果，関係国の刑事法において量刑の不均衡がある場合や請求国にお
ける被疑者・被告人の刑事手続上の権利保障が不十分である場合であっても，被請求国
は自国の憲法上の人権規定を理由として引渡しを拒否することが可能かという重大な問
題も引き起こしている7）。従来の犯罪人引渡しを代替する新たな制度の信頼性を確保す
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るためには，各国間における刑事手続上の諸権利の保障が同一水準であることが前提と
されるべきであったにもかかわらず，端的に言えば十分な実質を伴わない「相互信頼」
に依拠して引渡義務が強化されたのである。こうした EAW の運用上の問題が端緒の一
つとなり，EU は 2009 年のリスボン条約8）の発効を契機として，EAW の手続に付され
ている者の諸権利だけでなく被疑者，被告人の刑事手続上の諸権利に関する法の接近
（具体的には指令の採択）というより一般的な性格の課題に取り組み始めていることが注
目される。
　そこで本稿（2）では，まずマーストリヒト条約以降，リスボン条約に至るまでの間に
EU 刑事司法分野における協力関係がどのような経緯と段階を経て発展してきたかを確
認しておく（Ⅲ- 1 ，2 ，3 ）。続いて，EAW 枠組決定の採択の経緯を解明するとともに諸
条項を検討することにより，その基本的性質を明らかにしておきたい（Ⅳ- 1 ，2 ）。特
に，逮捕状の相互承認原則の導入及び双罰主義の放棄と併せて伝統的な犯罪人引渡法
における不引渡自由の制限などによって，犯罪人引渡しと人権原則との間で生じてい
る問題を検討する（Ⅳ- 3 ，4 ，5 ）。続いて，リスボン条約の発効以後，EU は刑事手続
上の諸権利に関する法の接近にどのように取り組んでいるかを確認する9）（Ⅳ- 6 ，7 ）。
これらの分析によって，EAW 枠組決定を契機として，「立憲的多元主義」（constitutional 
pluralism）10）を基礎として緩やかに統合された刑事司法管轄権の構築という課題に向け
て，EU はどのような課題を抱えているかについて言及する（Ⅳ- 8 ）。
2 ．リスボン条約以前の EU と刑事司法
⑴　EU 刑事司法分野における法の接近，調和及び統一
　主権国家間の伝統的な刑事司法協力を更に効果的に推進する法的手段としては，いく
つかの方法があり得る。すなわち段階を追って，①法の接近（approximation），②法の調
和（harmonization），③法の統一（uniﬁcation）という方向に進む構想が考えられる。法の
接近と法の調和とは EU 域内において共通の基準を形成するためのプロセスである 11）。
　マーストリヒト条約以後の EU において刑事司法分野の協力は，基本的に構成国の
主権事項とみなされており，EU 法としての発展，展開は遅々としていたが，近年はこ
の分野においても法の接近と調和が試みられている。EU 法上，法の接近と調和との間
に，明確な区別は存在しない 12）。学説によれば，法の接近とは，構成国の法と最小限
に設定された EU の基準との差異を解消することを意味しており，そのための手段の選
択に際しては構成国により多くの裁量を認める概念である。これに対して，法の調和も
66 第 10 巻第 1号（2013）
ほぼ同様の目的を有するが，接近よりも高次の統合及び類似性を伴う概念であると言わ
れている。法の接近と調和は，両者ともに EU の刑事司法協力を支える役割を有してい
る 13）。特に，EU は刑事司法分野における法の接近を確保する手段として「枠組決定」
（framework decision）という法形式を用いてきた。ただし，枠組決定は，後述するように
リスボン条約以後は 2014 年 12 月 1 日までに廃止され，一般的な「指令」の形式をとる
ことになっている。法の統一は，単一の基準により 2又はそれ以上の複数の法制度を一
元的に統合する方法である。
　EU では，リスボン条約の下で刑事司法分野についても司法的決定の相互承認という
ロジックにより統一的な一つの管轄権の下にあると理解されるようになったが，最近ま
では法の接近及び調和はさほどの進展が見られなかった。本稿の関心は，リスボン条約
以後の EU において進みつつある刑事司法手続に関する法の接近が，どのような経緯と
背景により試みられているかである 14）。そこで次に，多少迂遠ではあるが，EU の刑事
司法協力分野における制度の形成と発展の過程を基本条約の変化を見ながらたどること
とする。そして，新たな犯罪人引渡法制度の形成と展開に向けてどのような機構的な対
応をしてきたかを検討する。
⑵　マーストリヒト条約における「司法・内務協力」
　①　「司法・内務協力」（第 3の柱）の性質
　現在の EU の源流を形成した 1957 年の EEC 条約（Treaty establishing the European 
Economic Community）は，経済統合を主たる目標としていたので，刑事司法協力の分野
に関する規定は特に存在していなかった。しかし，刑事法という用語を広く捉えるな
らば，1992 年のマーストリヒト条約以前のヨーロッパ共同体（EC）においても「刑事」
に関する協力の模索が全く存在しなかった訳ではない。例えば，1972 年 9 月のミュン
ヘン・オリンピックの際の人質テロ事件がきっかけとなって，1975 年 12 月には警察・
司法協力に関する政府間協議システム（TREVI という）が創設されたこともあった。
　ただし，むしろこの時期においては，ヨーロッパ諸国間の刑事司法分野における積極
的な動きは，EC の外において行われたといえよう。CoE による 1957 年犯罪人引渡条
約とその追加議定書の採択は，その代表的なものである。EC は 1986 年の単一ヨーロッ
パ議定書（Single European Act）とその実施協定により，自由移動原則に基づき市場統合
を成し遂げたが，人の自由移動については，それとは別に 1985 年のシェンゲン条約及
び 1990 年の実施協定によって国境検査の撤廃を約束するとともに，刑事司法協力につ
いても詳細な定めを置いた 15）。すなわち，同条約の締約国間では，出入国管理，庇護
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政策，犯罪人引渡しを含めた警察・刑事司法協力及び警察情報システムの一部共有等が
合意された 16）。
　しかし，1980 年代末に始まる冷戦の終焉とドイツの再統合及びそれに続く中・東欧
諸国の民主化によって，人や物の動きが従来にも増して大量かつ加速度を増していっ
た。それとともに，麻薬不法取引，自動車窃盗，人身取引，犯罪収益の浄化など国境を
越える組織犯罪対策が急務となった。そのための有効な対策としては，国境を越える犯
罪対策，治安対策が課題となった 17）。犯罪者やテロリストは国境を尊重しないという
事実に加えて 1992 年の単一市場の完成は，EU 構成国の市民が EU 域内を自由に（国家
警察よりも自由に）移動することを容易にさせたことは，超国家レヴェルでの取締り行
動を必然的に求めることにつながっていった 18）。
　1993 年のマーストリヒト条約により誕生した EU は，従来の経済統合を中心とする
ヨーロッパ統合の目的と任務を拡大し，EU の活動分野は，新たに「 3本の柱」（three 
pillars）によって構成されることになった。すなわち，元来のヨーロッパ統合の目的で
ある経済統合を EU の「第 1の柱」とし，マーストリヒト条約によって追加された新た
な活動領域である共通外交・安全保障政策を「第 2の柱」とし，そして「司法及び内務
協力」（Justice and Home Affairs/JHA）を「第 3の柱」とした。これが EU のいわゆる 3
本柱構造と呼ばれるものである 19）。第 3の柱の下では，刑事司法協力を連合の共通の
関心事項として位置づけ，テロリズム，麻薬の不法取引，その他の重大な国際犯罪を防
止するための協力を EU の権限に取り入れた。
　EU の 3つの柱の下では，構成国と EU の間の権限関係が異なっている。第 1の柱が
機構面でも超国家的性格を有していたのに比して，第 2，第 3の柱は，政府間協力を基
本としており，第 1の柱の下で認められていた超国家的な性質を有していない。なぜな
らば，安全保障と同様に司法内務協力の分野は，各国の主権に直接関わりのある分野と
して認識されていたために，EU の超国家的なアプローチにはなじまないとされたから
である。第 3の柱の下での主たる行為体は，構成国であり連合自身ではないのである。
　第 3の柱の下での意思決定は全会一致を原則とし，EU としての行動は制約されて
いた。また，同条約の第 3の柱の下で取り得る法的拘束力のある文書は，条約形式の
みであったので各国の国内法に従って批准を条件としてその効力をはじめて生じさせ
ることができたにすぎない。また EU 構成国間の共通目標として，「共同の立場」（joint 
position）及び「共同の行動」（joint action）をとることができたが（EU 条約 34 条 2 項），
この分野における EU の権限は，限定的であったため，それらの法的性格は曖昧であり，
少なくとも「規則」（regulations）や「指令」（directives），「決定」（decisions）のような法
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的拘束力のある措置とは異なる。それらの多くは，例えば国連の組織犯罪防止条約に関
する EU 諸国の共通の立場を確認するための措置として採用されたものである。
　マーストリヒト条約上の刑事司法関係の規定は，司法・内務分野における協力とだけ
定めているのみであり，「共通の関心事項」（matters of common interest）とみなしていた
にすぎず，「共通政策」（common policy）に関しては特には触れていなかった（K.1 条）。
そこで具体的に挙げられているのは，「刑事における司法協力」（K.1 条 7 ）とテロリズム，
不法な薬物取引及びその他の重大な国際犯罪の防止及び戦いであったが（K.2 条 2 ），同
時に，本編の規定は，法と秩序の維持，国内治安の確保に関する構成国の責任の行使に
は影響を与えないと定めることにより，EU の権限行使の範囲を限定していた（K.3 条）。
　②　犯罪人引渡条約の締結
　この時期の司法・内務協力分野における EU の主要な取り組みは，犯罪人引渡条約の
締結であった。そのため 1993 年 9 月にベルギーのリムレットで開催された JHA 理事会
は，犯罪人引渡しの現代化に取り組むべきことを合意した。同年 10 月のヨーロッパ理
事会は，JHA 理事会に対して，特に犯罪人引渡しを含む司法協力の強化のための行動
計画を準備するよう指示した。これを受けて，JHA 理事会は行動計画を直ちに採択し
て，CoE が採用してきた刑事司法分野の条約を見直して EU 諸国間における刑事司法協
力を強化するために，引渡条件の柔軟化と政治的諸事情の制限について対応することと
した 20）。
　その際，従来の犯罪人引渡条約に基づく正式の引渡手続では，本人の同意がある場合
でも数か月の期間を要していたために，これを簡略化し迅速な手続に改めることが課題
とされた。また，引渡決定に際して双罰主義の適用を緩和し，かつ種々の拒否事由が広
範に認められており，被請求国政府の政治的な介入が可能であった点を改めて，これを
可能な限り制限し又は排除することが検討課題であった。構成国間では，引渡手続を簡
素化し，迅速な引渡しを可能とすることについては大きな意見の隔たりはなかったが，
政治犯不引渡原則，自国民不引渡原則等の従来の犯罪人引渡条約で認められてきた引渡
拒否事由を廃止するか否かについては，意見の隔たりがあった 21）。
　そこで，1994 年 11 月末に開催された JHA 理事会は，引渡手続の簡略化に関する条
約と犯罪人引渡しに関する一般条約との 2段階に分けて起草する方針をとることとし，
翌 1995 年 3 月に第 1段階として「略式犯罪人引渡条約」（1995 年）を採択した 22）。本条
約は，被請求人の同意を前提として，従来の外交経路による引渡請求手続を省略して，
司法当局間の手続によって，簡略な形で引渡しを実施すること目的としていた。その趣
旨は，迅速な引渡しが捜査の効率性を高めるためだけでなく，また被請求人（訴追のた
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めに引渡しが請求されている段階では，多くの場合，正式の訴追手続はとられていないために、
引渡手続に長期の身柄拘束を要することは人権上の問題がある。）にとっても拘束期間の短縮
を意味することになるという趣旨があった 23）。
　同条約によれば，仮逮捕の後，10 日以内に本人の同意があれば，その後 20 日以内に
簡略化手続に従って引渡しを行う旨の通知が請求国に行われ（10 条 2 項），更にその後
20 日以内に引渡しが行われる（11 条）。したがって，引渡しに要する全期間は，50 日を
超えないものとされた 24）。また，被請求人が簡略手続による引渡しに同意を与えるに
際して，適当な場合には，特定主義の放棄を含むとされる（ 7条）。その同意は，権限
ある司法機関の前で行われ，任意かつその結果について十分に認識していることが必要
とされる。そのため被請求国の国内法に従って法的助言を受ける権利が保障される（ 7
条 2項）25）。
　続いて 1996 年 9 月 27 日には，「EU 犯罪人引渡条約」（1996 EU Extradition Convention）
の採択に至った 26）。同条約は，「いかなる犯罪も被請求国により政治犯罪として，政治
犯罪と関連する犯罪又は政治的動機により鼓舞された犯罪としてみなされることはな
い」（ 5条 1項）として政治犯不引渡原則の廃止を掲げていた。これは，EU 諸国間にお
いて政治犯罪を理由に引渡しを拒否することを禁止する趣旨である。ただし，同条 2項
では，構成国は，政治犯罪の意義をヨーロッパテロ防止条約（European Convention on the 
Suppression of Terrorism）の第 1条と第 2条に言及された犯罪に限定することを宣言する
こと，及びこれらの犯罪の共謀（conspiracy）又はその実行に連座した場合にのみ適用す
る旨の宣言を許容していた。これは，政治犯罪の概念を条約上のテロ犯罪に限定する意
味がある。
　また，双罰性の原則に関しては，テロ及び麻薬の不法取引等の重大な犯罪の実行の謀
議又は共謀については，被請求国の法が同様の事実を犯罪として定めていないことを理
由に引渡しを拒否することを禁止していた（ 3条 1項）。この趣旨は，これらの重大犯罪
に限っては双罰主義の原則を適用除外とする意味を有している 27）。さらに被請求国の
国民であることを理由により引渡しを拒否することはできないとして，自国民不引渡し
の原則の廃止を掲げていたが，同時に自国民を引き渡さない旨の宣言を行うこと及び
特定の条件の下でのみ引き渡すことが認められていた（ 7条 1項及び 2項）。他方で，本
条約には，犯罪人引渡しと人権との関連について規定が欠けていたことも問題であっ
た 28）。
　これら 2つの条約は，国家間の合意を示している点で一定の意義があると思われる
が，略式犯罪人引渡条約は，今日に至るまで発効していない。EU 犯罪人引渡条約は，
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自国民不引渡原則を放棄したことなどが影響したためか，EU 構成国の間においても円
滑な批准が進まなかったが，2005 年に 12 か国の間でようやく発効した。結局，両条約
の批准，発効にかかわらず，ヨーロッパ逮捕状制度が先に機能することになった。かく
て 1990 年代後半に行われた EU の犯罪人引渡条約締結の努力は，成果に直結しなかっ
たが，両条約は，EU の犯罪人引渡法改革の方向性を示したという意義は認められる。
またその内容は「共同体法の既定事項」（acquis communautaire）に変わったのである 29）。
　犯罪人引渡条約の採択以外では，この期間における EU の刑事司法協力分野におい
て注目されるのは，機構的な整備を行ったことである。1995 年 7 月 26 日には，ユーロ
ポール協定が署名され，「テロリズム，不法な麻薬の密売，放射性物質の不正取引や不
法移民，人身売買，資金浄化など，重大な形態の国際犯罪を防止し，戦うために，」構
成国間の情報交換を促進することとした。これにより「ユーロポール」（ヨーロッパ刑
事警察機構，European Police Ofﬁce/Europol）30）とユーロジャスト（ヨーロッパ検察機構，
Eurojust）31）が設置され，国境を越えた犯罪捜査が可能となった。
⑶　アムステルダム条約における第 3の柱─「警察・刑事司法協力」（PJCC）
　①　「自由，安全，正義の領域」の創設
　EU における刑事司法協力の動きは，1980 代末から 90 年代初頭にかけての域内国境
管理の撤廃と自由移動原則の確立と連動している。前述のシェンゲン条約は，元来，
EU とは別途に誕生したシステムではあるが，1997 年に調印されたアムステルダム条
約 32）は，附属議定書によりシェンゲン条約の既存の体制をシェンゲン・アキ（Schengen 
acquis）として，EU 法の枠組みに組み入れた。これにより，EU においては，英国とア
イルランドを除いて，域内自由移動と国境管理の廃止が実現した 33）。当初，同協定は，
国境監視の簡略化を定めたものであったが，1990 年のシェンゲン実施協定により，シェ
ンゲンエリアを創設して，域内における国境検査の撤廃，ビザ制度の共通化を推し進め
た。
　このような国境管理の廃止は，人の自由移動を意味するものであるから，犯罪対策の
面から見れば必然的に刑事司法管轄権の一元化を伴うことによって市民生活の安寧を確
保することが可能となると思われる。しかし，実際には国家間の刑事司法管轄権の壁は
依然として高かった。そこでアムステルダム条約は，EU の第 3の柱の名称を「警察及
び刑事司法協力」（Police and Judicial Co-operation in Criminal Matters/PJCC）と変えること
によって，より具体的に共同して刑事司法協力を強化することを目指した。その意味は，
EU は，共同体として一つの域内管轄権の下に警察・刑事司法協力を，EU の統一的な
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
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「自由，安全及び正義の空間」へと移行し，「国際」的関係から「準」超法規的な地位へ
と引き上げようとすることにあった 34）。
　具体的には，アムステルダム条約によって改訂された EU 条約 2条において，連合の
目的の 1つとして，EU 市民権の導入とともに，「自由，安全及び正義の領域としての
連合を維持し及び発展すること」を掲げ，「人の自由移動は，その下で外的国境管理，
庇護，移民及び犯罪の防止及び戦いとの連関において適切な措置をとる」と定めた。ま
た EU 条約の刑事における警察・司法協力に関する第Ⅵ編において，「共同体の権能を
害することなく，連合の目的は，刑事分野における警察及び司法協力に関して構成国間
の共同行動を発展させることによって，並びに人種的偏見及び外国人排斥を防止し及び
撲滅することによって，自由，安全及び正義の領域で高水準の安全を市民に提供するこ
とである。」と定めた（29 条）。また 30 条では，警察協力分野における共同行動として，
犯罪の防止，捜査及び取調べにおける構成国の当局間の業務協力，ヨーロッパ警察機構
（ユーロポール）を通じて捜査情報等の収集，管理及び交換等についての定めを置いた。
更に 31 条では，刑事司法協力に関する共同行動には，訴訟手続及び判決執行に関する
構成国の権限ある当局間の協力体制の促進，犯罪人引渡しの促進，刑事司法協力を改善
するために必要とされる構成国の法令の整合性確保などが含まれるとしている。
　③　枠組決定の導入とその意義
　アムステルダム条約が導入した重要な改革の一つは，第 3の柱の分野における法形式
として，新たに「枠組決定」（framework decision）を用いることとした点である（旧 EU
条約 34 条 2 項 b）。その規定によれば，枠組決定とは，構成国間の法の接近（approximation）
を達成するために採用される EU 法の 2次法規である。枠組決定は直接効果（direct 
effect）を有さないが，達成されるべき結果については構成国を拘束する。直接効果を
有さない点では，指令（directives）に類似のものと見なされる 35）。枠組決定は，EU 委
員会又は構成国の提案に基づいて理事会の全会一致により採択される。また，第 3の柱
における 2次法規の形を，第 1の分野の規則と指令に変えて，枠組決定というなじみの
薄い名称を用いた理由は，直接効果を否定する意味を与えたものであるとも言われてい
る 36）。しかし，司法裁判所は，Maria Pupino 事件判決において枠組決定に対して間接
的な効果を認めることによって，構成国は，枠組決定の誠実な解釈を求められるとして
いる 37）。同事件では，「刑事訴訟手続における被害者の地位に関する枠組決定」38）のイ
タリア国内での効力とその解釈方法が問題とされた際に，同枠組決定の効力と人権原則
との関係が問題とされた 39）。同事件における EU 裁判所の判決によれば，枠組決定の
拘束的性格は，EC 条約 249 条 3 項（現 EU 運営条約 288 条）の規定と同一視できる文言
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により定式化されているので，「国家当局及び特に国内裁判所に対して国内法を EU 法
と両立可能なものとして解釈する義務を課している。」とし 40），さらには，「誠実な協力」
の原則（現 EU 法の下での義務の履行を確保するために，構成国はすべての適当な措置をとるこ
とを求められるという意味）に依拠することにより，「刑事における警察・司法協力の分
野において採択した枠組決定が拘束力がないとすれば，連合がその任務を達成すること
は困難となるであろう。」と述べた 41）。「適合的解釈の原則は，EU 条約第 6編の文脈で
採択された枠組決定との関連でも拘束力を有する」ので，「国内裁判所は，国内法を解
釈する際に，可能な限り枠組決定の文言及び目的に照らして国内法を解釈するよう求め
られる。」のである 42）。
　他方で 1990 年代後半には，EU 刑事法典（Corpus Juris）のような EU の刑事法典の統
一化を目指す野心的な案も模索された 43）。同時にイギリスは，1998 年の EU 理事会議
長国であった期間中に，刑事法の分野における相互承認原則を活用することにより，国
内法システムが緊密に協働する能力を向上させるように提案した。その意図は，刑事法
の統一という野心的な試みは，所詮時間と労力の無駄であり，非現実的であるとの認識
に基づくものであった 44）。
　21 世紀に入ってからは，テロ対策重視の姿勢を強めることとなり，EU 法レヴェルに
おいて刑事司法協力強化を強める要素になった 45）。ただし，今日のリスボン条約に至
るまでには，EU 法の刑事司法協力分野の進化は，一朝一夕に進んだわけではない。
　しかし，90 年代のヨーロッパにおいては法の支配が脆弱であった中・東欧諸国との
経済の交流が活発化するとともに人的な流動化も一挙に進行する状況において，麻薬の
不法取引，人身取引，不正規移民などの国境を越える組織犯罪への対策が一層強く求め
られるようになった。EU はこれらの事項については，漸次，国境を越える犯罪対策の
一環として枠組決定を採択していった 46）。人身取引 47），児童の性的搾取・児童ポルノ，
人種差別及び外国人排斥の罪，汚職，欧州共同体の財政的利益を害する不法行為，通貨
偽造，資金洗浄，環境犯罪等についての枠組決定を順次採択してきた。刑事証拠令状に
関する枠組み決定はその中でも重要な意味を有している 48）。枠組決定のうちもっとも
重要とされるのが，次に検討する「ヨーロッパ逮捕状に関する枠組決定」である。
　他方で，アムステルダム条約による第 3の柱の共同体法化には，様々な制約が残され
ていた。重要な点は，司法裁判所は，各国の警察当局の行為の効力について，又は治安
当局の決定等について管轄権を持たなかったことである（旧 EU 条約 35 条 5 項）。また，
司法裁判所は，枠組決定の有効性と解釈についての先決裁定を与えることが可能とされ
たが，その管轄権は各国の任意の受諾に基づいていた（旧 EU 条約 35 条 1 項， 2項）。
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3 ．リスボン条約における「自由，安全及び正義の領域」
⑴　 3本柱構造の撤廃
　EU の抜本的改革を目指した「憲法条約」（Treaty establishing a Constitution for Europe）49）
の挫折を経て誕生した「リスボン条約」（改革条約［Reform Treaty］とも呼ばれた）は，
EU の刑事司法協力分野に変革をもたらした。すなわち，これまでの 3本柱構造を廃
止するとともに，従来の「警察及び司法協力」を「自由，安全及び正義の領域（Area 
of Freedom, Security and Justice/AFSJ）」というタイトルの下に再定義したのである。これ
によって，政府間協力とされていた警察司法協力分野を AFSJ として EU 法の第 1の柱
の構造と同一のレヴェルに位置づけることになった 50）。換言すれば，リスボン条約は，
EU 法の「第 3の柱」と「第 1の柱」（域内市場統合）を隔てていた壁を取り除き，両分
野を合併・統合したのである 51）。同時にリスボン条約は，EU 基本権憲章（the Charter 
of Fundamental Rights of the European Union）の法的拘束力を認め 52），EU がヨーロッパ人
権条約に加入することを定めるなど，人権保障に関する具体的な規定を置いた（EU 条
約 6条）。
　また，AFSJ 分野における司法裁判所の役割も強化された。旧 EU 条約の下では，第
3の柱である刑事司法分野における司法裁判所の役割は限定的であったが，リスボン
条約では，共同体司法裁判所の名称を「欧州連合司法裁判所」（The Court of Justice of the 
European Union）として変更して，AFSJ 分野においても他の分野と同様に構成国による
EU 法違反の訴えを受理し，決定する管轄権を有することとなった。これによって，委
員会に対して構成国による EU 法の履行監視の任務を強化することになった（運営条約
258 条）。同時に EU 裁判所は，勧告及び意見を除く，立法行為，理事会，委員会の議決
等の法令の適法性審査権を認められた（運営条約 263 条）。他方で，構成国は，EU の諸
機関（委員会，理事会，議会等）の不作為の確認に関する訴えを EU 裁判所に直接提訴す
ることも認められた（運営条約 265 条）。また，EU 法の解釈に関する国内裁判所からの
先決裁定の付託に関しても，以前のような構成国による管轄権の事前の受諾という条件
を取り除き，完全な形とされた（運営条約 267 条）。さらに拘禁されている人に関する事
案について先行判決が求められた場合には，司法裁判所は遅滞なく行動するとの注意的
規定も盛り込まれた（運営条約 267 条（b））。この先決裁定に関する管轄権の拡張は，EU
刑事法と各国憲法との関係などの重要な問題に関する国内裁判所と司法裁判所との間の
対話の道を開くものと評価されている 53）。
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　またリスボン条約による刑事司法分野の共同体法化に伴う大きな変化は， 2次法の形
式が変わったことである。リスボン条約では，EU の 2次法規は，規則，指令，決定及
び勧告及び意見に限られているので，「自由，安全及び正義の領域」に関する EU の立
法は刑事司法分野においてもこれらの法形式のいずれかをとることになる。また，アム
ステルダム条約により導入した枠組決定の形式は，リスボン条約によって廃止され「指
令」に置き換えられる（EU 運営条約 83 条）。
　リスボン条約により枠組決定は，2014 年末までに指令に作り直されることになる。
指令の場合には，垂直的直接効果が認められるので，個人が国家を相手として司法裁判
所に提訴することが可能である 54）。
⑵　自由，安全及び正義の領域における相互承認と法の接近
　EU 運営条約の規定では，その第 5編（自由，安全及び正義の領域）の第 1章・一般規
定中の 67 条の 1項では，「連合は，基本的権利並びに構成国の様々な法制及び伝統を尊
重しつつ，自由，安全及び正義の地域を構築する。」として基本権の保護と多様性の尊
重を基礎に置くことを確認している。また，同条 3項では，「連合は，犯罪，人種差別
主義及び外国人排斥主義を抑止し又は制圧する措置，警察及び司法当局又はその他の権
限ある当局間の調整及び協力のための措置，及び特に刑事に関する判決の相互承認を通
して，また必要に応じて刑事法の接近を通して，高水準の安全の確保に努める。」と定
めている。ここでは，判決の相互承認に直接言及することによって，基本条約上も相互
承認の位置づけに明確な根拠を与えた。この規定は，第 1の選択肢として相互承認を掲
げ，必要であれば法の調和又は接近をはかるとしている 55）。また，運営条約 70 条では，
EU は，委員会の提案に基づき自由，安全及び正義の領域において，「特に相互承認原
則の十分な適用を容易にするための枠組を定める措置をとることができる。」として，
委員会が積極的な提案を行うことを定めている。このようにリスボン条約では，旧 EU
条約には明示されていなかったが，実際上はアムステルダム条約以降の刑事司法協力に
おいて重要な要素として取り入れられてきた概念である相互承認の原則を基本条約上明
文化し，その積極的な推進，活用を目標として掲げていることが注目される 56）。
　さらに EU 運営条約第 5編第 4章（刑事における司法協力）の 82 条では，「連合内の刑
事事件における司法協力は，判決及び裁判所の決定の相互承認の原則に基づいて行わ
れ，また（本条の） 2及び 83 条に掲げる分野における構成国の法律及び規則の接近を含
む。」と繰り返し判決の相互承認と法の接近を刑事司法における EU の手段として位置
づけている。このように，リスボン条約体制の下での刑事司法協力の基盤は，第 1に判
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
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決の相互承認に，そして第 2には構成国間の法の接近に置かれている。
　刑事司法分野における共同体法化に向けたもう 1つの，主たる変革は，意思決定過程
である。第 5編の措置の多くは，通常立法行為により，すなわち理事会と議会との共同
の行為によって立法が行われることになった。
Ⅳ　EAW 枠組決定の構造と特徴
1．採択の背景と経緯
⑴　EU 首脳会議の決議
　イギリス政府は，1998 年のカーディフ（Cardif）で行われた EU 首脳会議において，
刑事法の協力を促進させるために，司法決定の相互承認を積極的に導入することを提案
した。イギリスの立場は，刑事司法における法の接近を一挙に推し進めようとする動き
への警戒感を背景にとして，刑事法制の相違を考慮するならば，各国の刑事法を接近
させる試みは時間の浪費に過ぎず，困難かつ非現実的であるという考えに基づいてい
た 57）。むしろ，単一市場の創設に際して首尾良く機能した相互承認の概念を取り入れ
ることによって利益を享受することに提案の意図はあったと言われている。イギリス流
のコモンロー的発想がその背景にはあるものと思われる。また，時間と労力をかけずに
最大限の効果を期待するという功利主義的考え方といえよう。
　アムステルダム条約の発効の後に，1999 年 10 月にフィンランドのタンペレ（Tampere）
で開催された EU 首脳会議では，EU の司法と内務協力のための 5か年計画を定めるに
際して，相互承認原則が「連合における民事及び刑事分野における司法協力の『要石』
（cornerstone）とされるべき」であり，「この原則は，判決及びその他の司法機関の決定に
対して適用されるべきである」と述べていた 58）。ただし，犯罪人引渡しについては，理
事会は，1995 年の略式犯罪人引渡条約及び 1996 年の EU 犯罪人引渡条約の早期批准を求
めるとともに，EU 委員会に対して迅速な引渡制度を検討するようにも求めていた 59）。
　これを受けて更に EU 委員会は，2000 年に理事会と議会に宛てた「コミュニケーショ
ン」の中で刑事司法協力の分野においても相互承認原則を取り入れるべきであるとの提
案を行った。それによれば，従来の刑事司法協力が「請求モデル」に基づいていたため
に，要請を受けた国はそれに応じる義務は基本的にはなく，その都度ごとに国内法上の
条件に一致しているか否かを判断した上で要請に協力することが認められていたので，
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非効率的で複雑かつ長期間を要するものとなっていた点を問題としていた。委員会は，
それを改めるためには「相互承認モデル」の採用が必要であると説く。
「単一市場の創設に際して首尾良く機能した概念を借用することによって，司法協
力でも相互承認の概念から利益を受けるであろうという着想が生まれた。それは，
単純にいえば，ある構成国で 1人の裁判官が職権に基づいて行った決定などのある
種の措置が執られたならば，その措置は他の構成国においても自動的に受け入れら
れ同じか少なくとも類似の効力が認められるというものである。」60）
　ただし，2000 年 7 月の段階において，委員会が想定していた刑事司法における相互
承認の導入を推進すべきとしていた分野は，罰金の賦課決定の相互承認，個人の犯罪歴
の照会，刑事における最終決定の排他的管轄権に関する規則，個人の（職業上の）資格
停止，付加刑，資産凍結の後の没収手続，他の構成国において言い渡された刑期の執行
などであった。犯罪人引渡しについては，将来的な課題として別途検討すると明記して
いたに過ぎない 61）。21 世紀への変わり目の時点において，犯罪人引渡しは，EU 刑事司
法分野において相互承認の原則を採用するための優先的な課題としては認識されていな
かったのである。
⑵　同時多発テロと EAW 枠組決定の採択
　しかし，2001 年 9 月 11 日の米国における同時多発テロ事件は，EU における犯罪人
引渡制度のドラスティックな改革を取り入れる決定的な要因となった。EU 委員会は，
同事件の直後の 9月 25 日には，EAW 枠組決定案をいち早く公表し，前年の報告書の方
針を転換して相互承認の原則を犯罪人引渡しの分野に導入するよう提案した。その事情
には，EU が採択した 2つの犯罪人引渡条約は，批准国が少なく未発効であったこと，
EU のタンペレ理事会において司法的決定の相互承認の導入が合意されていたことを受
けて，効率的なテロ対策のためには伝統的な犯罪人引渡手続に代えて，新たな制度の導
入が必要であるとの考慮があった 62）。そうした事情は，EU 首脳及び委員会等が，「米
国人民に対する前例のない，悲劇的かつ残忍なテロ攻撃」への対応であることを明記し
ていたことによっても確認することができる 63）。翌 2002 年 6 月に EU 理事会は，EAW
枠組決定を採択したことによって，EU 構成国間において，犯罪人引渡条約を代替する
新たな制度が誕生することになった 64）。EU 構成国は，本枠組決定を 2003 年 12 月 31
日までに国内法化する義務を負うこととされ，本枠組決定は，2004 年 1 月 1 日より効
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力を生じた 65）。
　EAW 枠組決定に基づくシステムは，従来の犯罪人引渡制度と比べた場合に，種々の
点で特徴的である。その第 1は外交経路による手続を廃止して司法当局間の協力によ
る略式手続に改めたことである。引渡期間については，原則として 60 日以内に引渡し
を行うこととし，本人の同意があれば 10 日以内としている（17 条，23 条）66）。第 2は，
相互承認原則を採用したことである 67）。これによって， 1構成国の当局が発給した逮
捕状の効力がそのまま他のすべての EU 構成国において有効なものとして認められる。
相互承認は，関係国相互間の信頼関係を基本としているため，国内法の接近，調和を伴
わなくとも協力関係を進展させることができるとされる 68）。第 3は，EAW 枠組決定 2
条 2項に掲げる組織犯罪，テロ等の特定の 32 の重要犯罪については双罰主義を廃止し
たことである。これにより発給国の法の下で犯罪とされる行為については，執行国（被
請求国）において同様の行為が可罰的であるかの検証を経ずに，その効力が認められる。
第 4は，伝統的犯罪人引渡法上の不引渡事由として認められてきた政治犯不引渡原則，
自国民不引渡原則を廃止したことである。以下では，EAW 枠組決定の基本的性質を検
討した後に，これらの諸点について順次考察を加える 69）。
2 ．基本的性質
⑴　surrender と extradition
　EAW 枠組決定の前文によれば，同枠組決定に基づく引渡しは，「構成国間の犯罪人引
渡しを廃止して，司法当局間の引渡しに代替する」趣旨を含むものであり，「簡易化さ
れた制度の導入により，既存の犯罪人引渡手続に伴う煩雑さと遅延」を回避することを
目的としている 70）。EAW 枠組決定は，引渡請求が国家間の政治・外交レヴェルで行わ
れてきたのを改めて，司法当局間の実務的な連絡調整によって引渡しを実現可能にして
いる点に特徴がある 71）。
　そこで EAW 枠組決定は，従来の国際条約に基づく犯罪人引渡制度と基本的に異質な
制度であるかどうかという点が先ず問題である。形式的には本枠組決定は，EU の 2次
法規に基づく制度であり，国際条約に基づく制度ではないことは事実であるが，既存の
犯罪人引渡条約に基づく制度と同質的なものとみなされるのかそれとも実質も異なるの
かという点である 72）。
　ところで，EAW 枠組決定と同様に，国際刑事裁判所（International Criminal Court/ICC）
に対する容疑者等の引渡しを意味する言葉としても surrender の語が使われている 73）。
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ICC は，実際に容疑者等の身柄を確保するためには容疑者等が所在する国に対して引渡
請求を送付して，当該国家の協力を求める 74）。請求を受けた国は，国内法の規定に従っ
て ICC からの逮捕，引渡しの請求に応じる義務がある。これを「垂直的引渡し」とも
いう。その特徴として，従来の犯罪人引渡しが，主権平等の国家間において相互主義
を基調とする協力であるのに対して，ICC への容疑者の引渡しは，刑事司法管轄権（主
権）の一部を超国家的司法機関に委ねるとの意味合いが含まれるのである。したがって，
ICC への引渡しは義務的な要素を強く伴っている。国家が ICC からの引渡請求に応ぜ
ず，それにより ICC の任務・権限の行使を妨げた場合には，ICC は，その旨の認定を
行うことができ，締約国会議又は安全保障理事会に対してその問題を付託することが可
能とされ，これを受けて締約国会議は，非協力に関する問題を検討することができると
されている 75）。ここで，締約国会議がどのような措置（特に，制裁措置）をとることが
できるかどうかは明文の規定はないが，このような仕組みは，垂直的引渡しの義務を強
化する意図が含まれているものと思われる 76）。
　ICC 規程と同様に EAW 枠組決定でも，容疑者等の「引渡し」を意味する言葉とし
て，“extradition”ではなく，“surrender”の語が用いられている。辞書的な意義とし
て extradition とは，「外国の当局に対して（人）を委ねる行為，特に犯罪が実行された
国の当局に対して逃亡犯罪人を引き渡すこと。」（The action of giving up (a person) to the 
authorities of a foreign state; esp. the delivery of a fugitive criminal to the authorities of the state in 
which the crime was committed）と説明される 77）。Surrender とは，降伏する，開城する，
放棄する，明け渡すなどの多義的な意味の言葉ではあるが，広義には「強制又は要求
により，（人，権限又は所有物を）譲り渡すこと又は引き渡すこと」（to give up or hand over 
(a person, rights, or possession), typically on compulsion or demand）とされる 78）。どちらも外
国の権力に対して人の身柄を「引き渡す」意味であるが，extradition の語源が，並列的
な国家間の「犯罪人引渡し」を意味する法律上の用語として使用されてきたのに対し
て，surrender は上位（又は外部）の権力主体に対する屈服又は降伏する意味を含んでい
る 79）。ICC に対する容疑者等の引渡しは，垂直的引渡しを意味しているが，EAW は国
家間の水平的な引渡しであるから，ICC 規程上の surrender とは意義が異なる。ただし，
分権的な主権国家間の刑事司法共助の一環として行われるのではなく，超国家的な EU
の統一的法秩序の下で行われるという点で extradition との違いが認められるとも言え
よう。少なくとも EAW の起草者の意図としては，extradition と surrender とは引渡義
務の程度において区別して扱われていたようである（EAW 枠組決定前文パラ 5参照）。政
治的な判断を介在させることなく，司法当局間の協力によって引渡しが行われることに
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surrender の意義があるとするならば，両者の意味に違いがある 80）。他方で，surrender
と extradition の実質的な意味は，逮捕，訴追又は判決の執行等のために，国家間で容
疑者等の身体の引渡しを行うという点においては同一であるとも思われる 81）。EU 構成
国間では，犯罪人引渡しを意味する言葉として surrender の語が用いられ，EU 諸国と
EU 域外諸国との間では extradition の語が使用されるといってもよい。他方で，ヨー
ロッパ逮捕状の国内実施立法では，（例えばイギリスのように）依然として extradition（又
はそれに相当する用語）を用いている国も少なくない。
　EAW 枠組決定による容疑者等の引渡制度は，条約に基づく制度ではなく，また EU
という超国家機関の下で採用された制度であるから，伝統的な国際法上の犯罪人引渡法
とは別物とみるのか，それとも基本的には犯罪人引渡制度と大差ないとみるかは，具体
的な検討を抜きには判断するべきではないだろう。ただし，一応の見方としては EAW
枠組決定は，国際法上の犯罪人引渡制度の本質的な部分を引き継ぎながら，EU の統一
的法秩序の下で行われる犯罪人引渡制度であり，EU 法上の独自の犯罪人引渡法制度と
して見なすことができるだろう。同時に，同枠組決定は，国家間の司法共助の発展的な
形態として，犯罪人引渡法の発展の方向性を見ることができるであろう。
⑵　引 渡 手 続
　伝統的犯罪人引渡制度では，被請求人を引き渡すかどうかの最終的な判断は，法務大
臣等の政治的機関の決定によって行われるが，EAW の発給国から EAW を受理して容
疑者等の身柄を確保した国（執行国）は，このような政治的判断を待たずに司法当局の
決定によって逮捕状を執行し，身柄を発給国に引き渡す。
　公式の定義によればヨーロッパ逮捕状とは，「刑事訴追のため又は判決の執行若しく
は収容令書を執行するために，被請求者に関して構成国が他の構成国による逮捕又は引
渡し（surrender）を目的として発給した司法決定をいう。」と定義される（ 1条）。司法
的決定とは，裁判所による決定に限らず，刑事司法手続の中で逮捕状の発給権限を授与
された機関の決定である。EAW 枠組決定前文第 9パラグラフでは，「ヨーロッパ逮捕状
の執行に関する中心的な当局の役割は，実際的か行政的な役割に限定されるべき」こと
と述べている。
　EAW の発給対象となるのは，「発給国の法律に従って，少なくとも 12 か月の期間に
わたる自由刑若しくは保安処分（detention order）によって処罰可能」とされる犯罪であ
るか，又は判決が既に下されている場合には， 4月以上の拘禁判決が下されている場合
である（ 2条 1項）。
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　発給国（issuing state）の司法当局が発給した逮捕状の効力が執行国（executing state）
においてもほぼ自動的に効力を認められ，執行力を有する。EAW が発給されると，容
疑者等の被請求人と犯罪に関する一連の情報を記載した公式の文書として，シェンゲン
情報システム（SIS）に登録される。EAW の記載事項については統一的な様式が採用さ
れている。
　実際の手続は，被請求人の所在国が判明している場合には，引渡しを求める国の発
給司法当局（issuing authority）から被請求人の所在する国の執行司法当局（executing 
authority）に対して EAW の送達が行われる（ 9条 1項）。EAW を発給し，執行すること
ができるのは，構成国の司法機関に限られる（ 6条）。各国は，EAW を発給しかつ受
理する権限を有する中央当局（central authority）を指定し，EU 理事会事務総長に通告
しておく。EAW の記載内容には，被請求人の身元及び国籍，発給司法当局の名称，所
在地及び連絡先，関連する司法的な決定の内容，犯罪に性質・分類，犯行時の状況及
び量刑の等級等が含まれる（ 8条）。また，発給司法当局は，シェンゲン情報システム
（SIS）82）を通じて，被請求人に関する警告を発給することができ，この警告は，EAW
と同等の効力を有するものとされる（ 9条 2項，3項）。いったん発給国から SIS に EAW
に関する情報が登録されれば，この情報は EU27 か国の間において効力が認められる。
したがって，この手続は，EU 域内において国境を越えて逮捕状の効力が認められるこ
とになる。SIS を利用できない場合には，発給司法当局は，国際刑事警察機構（Interpol）
を通じて EAW を伝達することができる。引渡しに要する期間は，被請求人の逮捕の後，
60 日以内とされ，例外的に 90 日以内に引渡しの決定は行われなければならない。本人
の同意があれば 10 日以内に身柄の引渡しが可能となる。
3．相互承認の意義
　EU 法の刑事司法分野における近年の発展において，相互承認原則の採用は刑事司法
協力の効率性を高めるための大きな推進力となったと言われている 83）。特に，2002 年
の EAW 制度の採用がきっかけとなり，その後に採択された刑事司法関連の枠組決定に
おいても相互承認原則が取り入れられている。しかし，その反面では人権への配慮の不
足という点については根強い批判がある。そこで，EAW 枠組決定に代表される相互承
認に基づく刑事司法協力システムをどのように評価すべきかが問われている。その問題
を検討するためには，次のような諸点を検討する必要があるだろう。第 1は，刑事司法
分野における相互承認モデルは，従来の国際司法共助において取られてきた請求モデル
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と比べてどのような特徴を有しているかという点である。第 2は，構成国の権限及び人
権保障原則等の EU の基本原則との関連において相互承認原則はどのような問題点を惹
起しているかという点である。第 3は，相互承認モデルに問題があるとするならば，こ
れを克服するにはどのような方法があるかという点である。
⑴　刑事司法協力における要石としての相互承認
　①　相互承認の導入
　EU 法における相互承認の概念は，第 1の柱である市場統合の分野におけるいわゆる
4つの自由（人，物，サービス提供及び財の自由移動）の原則との関連で判例法上，確立し
た原則である 84）。その意味は，ある構成国において適法に流通している産品は，その
産品が輸出先の構成国の法に完全には一致していない場合でも，他の構成国内において
流通が認められるという原則である。EU 法による法の調和を不要としつつ，製品の域
内自由移動を促進する効果を有しており，単一市場の形成にとって重要な原則である。
　刑事司法における相互承認とは，タンペレ決議においても EAW の文言中においても
明らかにされていないが，他国の裁判所による決定を自国において承認することによっ
て，刑事司法協力関係の促進と強化を図るために導入される概念である。この原則は，
関係国間の相互の信頼に依拠して他の構成国の法による保護が，幾分なりとも同等の
程度であるという理解に基づいている 85）。また，司法協力における相互承認の法理は，
決して新規なものではなく，以前からあり，民事事件における外国判決の承認に関して
は条約の例もあった 86）。
　アムステルダム条約の下で導入された刑事司法分野における相互承認原則は，EU 刑
事司法協力のための「要石」として重視されていたので，本原則の適用は，EU 構成
国の刑事司法管轄権を左右するという意味において憲法的な重大な問題をも含んでい
る 87）。なぜならば，EAW 枠組決定では，32 の特定の犯罪については双罰性の検証を放
棄することになっていたために，執行国は，EAW 発給国からの逮捕状を受けた後，容
疑者等の身柄を拘束した場合には，国内法に従って引渡しを拒否することが制限される
ために，ほぼそのまま逮捕状を履行すべき義務が生じるからである。したがって，相互
承認原則の正当性の根拠及び立法並びに執行等の管轄権の配分などにつき様々な議論を
呼び起こすことになった 88）。
　相互承認の導入については賛否両論がある中で，EU 委員会及び理事会は，犯罪（特
にテロ）対策を優先させた結果，相互承認という概念の導入を推進したのである。その
積極的推進母体である EU 委員会は，相互承認によって法の標準化を不要とすることが
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可能になる点にそのメリットがあるとも述べていた 89）。すなわち，相互承認は，刑事
司法協力という高度に敏感な分野において手続を進めるためのメカニズムを提供し，国
内法の接近，調和を通じたより EU の介入度の高い方法に比べると，自国の刑事司法体
系の変更を必要とされる度合いは少なくて済むと主張された 90）。
　ミトシリガス（Mitsilegas）は，EU 刑事司法協力の分野における相互承認原則の導入
には主として次の 2つの要素があると指摘する 91）。 1 つは，マーストリヒト条約以降
の EU における刑事司法分野の協力関係の発展が遅々として進まなかったことに対する
カンフル剤的効果を期待したという要素である。もう 1つは，これとは逆に 1990 年代
後半に提案された EU 版「刑事法大全」（Corpus Juris）のような野心的な提案に対する懐
疑的見方や批判があったことを指摘する 92）。EU 刑事司法分野における実体法の接近を
推進することに代えて，相互承認に依拠することにより刑事司法協力を推し進めようと
したのである。刑事司法協力における相互承認は，「発給国コントロール」（issuing-state 
control）を基礎とする制度への転換を意味するものであり，司法共助の基本的な根拠を
従来の「請求モデル」から「相互承認モデル」へとパラダイム転換を推し進めようとす
る意図があるといえる。
　②　相互承認モデルの問題点
　他方で，そもそも共同体法の第 1の柱である域内市場統合において機能してきた相互
承認という法的レトリックを第 3の柱である刑事司法分野の協力にそのまま取り入れる
ことに対しては，懐疑的又は消極的な反応を招くことにもなった。すなわち，元来，域
内市場統合における相互承認の論理は，一定の例外（健康の維持，公共の安全等）を許容
しつつも，人，物，資本及びサービス提供の域内自由移動を確立し，統一市場を実現す
るために，これを阻害する国家的規制を廃止することを目的として展開してきた判例理
論であった 93）。経済統合の分野においては，合理主義的理由から各国の利害関係の一
致が比較的に得られやすいからこそ機能してきた概念であるが，もとより批判も少なく
なかった。すなわち，多様性を損なうとか国内裁判所において適用するには，余りに大
まかで抽象的であるし，さらには法の調和の隠れ蓑としても機能するなどというのがそ
の理由であった 94）。
　刑事司法分野は，犯罪対策と治安維持という国家の主権的利益と個人の権利・自由の
問題とに直接的に関係する分野であるから，国家の側からみて域内市場統合の下での論
理をそのまま刑事司法分野に移入するのは，かなりの疑問，抵抗又は少なくとも警戒感
を招くであろう。問題は，域内市場統合の論理として用いられてきた相互承認原則を刑
事法の分野に移植した場合，それがどのように機能するかである。ミトシリガスは，以
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
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下のように述べて慎重な考慮を求めている。
「域内市場における相互承認は，国内的な規制基準と管理の承認を含んでおり，国
内の行政と立法とを調整する。また，物と人の自由移動を促進する結果，基本的な
共同体法の権利の享有を可能とする。他方で，刑事分野における相互承認は，執行
裁定の移動を促進するために，裁判官による決定の承認と執行を意味している。さ
らに，被請求国の当局による介入の程度は，刑事においては，判決や命令を執行す
るためには，（逮捕や請求国への身柄引渡しなどの）より一層の行動が求められるので，
はるかに強力である。域内市場と刑事分野における相互承認の背景にある論理は，
似ているけれども，個人の自由移動の権利行使を促進することと，究極的にはこれ
らの権利を制約するおそれのある決定の促進との間には異なる理論的基礎が存在し
ている。」95）
　つまり，刑事司法は，物の自由移動やサービス提供の自由とは質的に異なるので，刑
事法は個人と国家との関係を規律する法であり，国家の利益と個人の自由と権利を保護
する目的を有している。刑事法の分野に，市場統合の文脈で用いられた概念をそのまま
の形で導入するのは適切ではない。刑事法では，適用基準が明確でありかつその適用の
結果が予見可能でなければならず，法の支配に基づき法的確実性を保証するものでなけ
ればならない。相互承認の原則は，外国の裁判所の決定をそのまま認める制度であるか
ら，上記のような刑事法の基本原則に乖離する虞れがあるとされる。
　域内自由市場における相互承認の論理は，自由移動の権利を促進する効果を有してい
るが，これに反して刑事司法における相互承認はむしろ個人の移動の自由を制約する可
能性のある司法的決定を承認するものである。相互承認の原則では，EU 基準として予
め合意された基準ではなくても，ある構成国の国内基準が他の構成国によって適用され
又は執行力を有するという意味において「域外性」（extraterritoriality）の承認を伴ってい
る。したがって，ミトシリガスによれば相互承認は，執行国の司法当局にとっては未知
の外国の刑事法を受け入れることから「未知への旅」（journey into the unknown）を意味
するものであると指摘している 96）。ただし，クリップが述べるように相互承認は，他
国の刑事法の規定を一般的に受け入れることを意味しているのではなく，あくまでも
個別の案件ごとの司法的決定の効力を認めることに過ぎないことを考慮するならば 97），
域外性の承認は個別の surrender に関する司法決定の承認と限定するべきであろう。
もっとも， 1つの司法的決定が，当該国家の基本的な刑事司法上の原則又は基準を含む
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ことは認めなければならない。その意味では，相互承認が域外性の承認を伴うことがあ
るだろう。
⑵　相互承認と法の接近
　国際貿易や自由市場の論理においても相互承認は，国家主権や領域管轄権との対抗関
係を引き起こしているが，相互承認がもたらす企業行動や消費者に対する功利主義的利
益への考慮（即ち，コストの削減や低廉な価格など）が合理的な判断を誘導してきた。こ
れに比べて刑事司法の分野は，伝統的に国家主権と強固に結びついてきた分野である。
したがって，前示のような批判や懸念を払拭するためには，他国の刑事司法に対する相
互の信頼関係が築かれていることが前提条件である。そのためには，EU 諸国間におけ
る刑事司法分野の実体法の接近も同時に伴うことが必要となる。特に，刑事司法協力の
下で相互承認を取り入れ，それが機能するためには，個人の人権保障が鍵となるであろ
う 98）。したがって，高次の治安に対する社会的な利益と刑事司法プロセスにかかわる
被疑者・被告人等の個人の諸権利を尊重する義務との間の調整を図る作業が不可避であ
ろう。前記のように，EU 運営条約 82 条は，構成国間の法の接近について触れている。
同条 2項では，「判決及び裁判所の決定の相互承認，並びに国境を越える刑事問題にお
ける警察及び司法協力を促進するのに必要な範囲で，欧州議会と理事会は，通常の立法
手続に従って採択される指令により，最小限の規則を制定することができる。」と定め
ている。これらは，（a）構成国間での証拠の相互承認，（b）刑事手続における個人の権利，
（c）犯罪被害者の権利，（d）理事会が決定によって事前に認定した刑事手続のその他の特
定のすべての分野とされている。リスボン条約発効後，刑事司法分野における法の接近，
調整のための作業は EU における緊急の課題となっており，その内のいくつかの課題に
ついては指令が採択されている（後述，Ⅳ- 7 ）。
4 ．双罰主義からの離脱
⑴　双罰主義が適用されない犯罪
　EAW の特徴であり最も議論の多い問題の一つは，双罰性要件の除外である 99）。既述
のように伝統的犯罪人引渡法においては，「双罰性の原則」（dual or double criminality）が
適用される 100）。しかし，EAW 枠組決定の 2条では，EAW の発給対象となる犯罪につ
いて発給国の法に従って，12 月以上の自由刑又は保安処分によって処罰可能であるか，
又は既決の場合には， 4月以上の判決が下されている場合とし，さらに 2項で次のよう
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
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に定めている。
「 2．次に掲げる犯罪が，逮捕状発給国において長期 3年以上の自由刑によって処
罰可能とされ，かつ発給国の法により定義されている場合には，この枠組決定の
文言の下では，当該行為の双罰性を検証せずに，欧州逮捕状に従って引き渡す義
務が生じる。〔The following offences, if they are punishable in the issuing Member State by a 
custodial sentence or a detention order for a maximum period of at least three years and as they 
are deﬁned by the law of the issuing Member State, shall, under the terms of this Framework 
Decision and without verification of the double criminality of the act, give rise to surrender 
pursuant to a European arrest warrant (emphasis added):〕」
　注目すべきは，以下の 32 の犯罪類型に該当する行為については発給国と執行国との
間で，双罰性を検証することなく引渡義務が生じる点である 101）。ミッティネンによれ
ば，これらの種々の犯罪は，以下の 3つのカテゴリーのいずれかに類型化できるとして
いる。第 1は，ユーロの偽造のように EU の一般的利益を害する犯罪である。第 2は，
組織犯罪への参加又は人身取引などのように犯罪の影響又は手口が国境を越えて行われ
る犯罪である。第 3は，テロなどのように特に悪質な犯罪として国境を越えると否とに
かかわらず，公共の利害を損なう犯罪として認められているものである。したがって，
単に凶悪犯罪という訳ではない 102）。
　─犯罪組織への参加 103）
　─テロリズム 104）
　─人身取引 105）
　─児童の性的搾取および児童ポルノ 106）
　─麻薬および向精神薬の不法取引 107）
　─武器・爆薬及び爆発物の不法取引
　─腐敗 108）
　─詐欺［fraud］（EU の財政的利益の保護に関する 1995 年 7 月 26 日の条約の意味における
ヨーロッパ共同体の財政的利益に影響を与える行為を含む）
　─犯罪収益の浄化（マネーロンダリング）109）
　─ユーロを含む通貨の偽造 110）
　─コンピューター関連犯罪 111）
　─環境犯罪（絶滅の危機にある動植物の不法取引を含む）112）
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　─不法入国及び不法滞在の助長 113）
　─殺人・身体に対する重大な傷害行為
　─人の臓器・組織の不法取引
　─誘拐・監禁・人質強要
　─人種差別・外国人排斥の罪 114）
　─集団的又は武装強盗
　─古美術品を含む文化財の不法取引
　─詐欺的行為（swindling/escroquerie）
　─恐喝（racketeering）及び強要（extortion）
　─商品の偽造・著作権侵害（piracy）
　─公文書偽造（forgery）及びそれによる不法取引
　─支払手段の偽造 115）
　─ホルモン物質及びその他の成長剤の不法取引
　─核物質その他放射性物質の不法取引
　─盗難車の不法取引
　─強姦
　─放火
　─国際刑事裁判所の管轄権内の犯罪
　─航空機・船舶の不法奪取
　─破壊行為（サボタージュ）
　これらの 32 の犯罪類型については引き渡す義務が生じるとしても，実際には個別の
事案ごとにいずれの行為が上記の犯罪に相当するか，また従って引き渡しに応ずる義務
があるかどうかの判断に際しては常に明らかであるとは言えない。なぜならば，これら
の犯罪名は，日常用語で表記されているだけで，各国の国内法上の具体的な定義は異な
るからである。類似の罪名であってもそれらの構成要件等の解釈は，各国の国内法の規
定にゆだねられている。列挙されている犯罪については，関連条約，枠組決定又は共同
の立場等が採択されていることによって，一応の共通の理解は存在しているものと思わ
れる。しかし，厳密な犯罪の定義は，各国の国内法に委ねられているので，基本的に，
これらの罪が逮捕状発給国において 3年以上の拘禁刑によって処罰され，かつ発給国の
国内法により定義されている場合には，執行国は，双罰性を検証せずに，引渡しの義務
が生じるのである。改めて言うまでもなく，双罰主義とは，犯罪人引渡法上の伝統的な
原則であり，請求国，被請求国双方の国内法において犯罪として規定されていない行為
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
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を理由として引き渡されることはないという原則である。したがって，被請求国におい
て引き渡すことができるか否かを決定する際に，双罰性が満たされていることの確認が
必要とされる。しかし，EAW 枠組決定の下では被疑者等を引き渡すに際して，発給国
の法を信頼して執行国は容疑者等を引き渡すことになるので，双罰性が満たされている
かどうかの確認は不要とされた。
　上記の列挙された各犯罪行為のいくつかのものについては EU の枠組決定等によって
法の接近が試みられているが，実際の適用は各国に委ねられているために「人種差別・
外国人排斥」，「コンピューター関連犯罪」，「環境犯罪」，「強姦」，「欺罔」などその定義
及び構成要件は相当に幅があるものと思われる 116）。殺人や強姦などの構成要件も国に
よって一律ではない 117）。最も犯罪として共通の定義が可能でありそうな「殺人」を例
としても，何が殺人にあたるかは（例えば，堕胎や安楽死に関する各国の刑事法の立場は多
様であるように），EU 諸国間に一律的な定義は存在しない 118）。
　本条では双罰性を検証（確認）しないという意味であり，発給国の司法当局が前記リ
ストに挙げられた犯罪によって逮捕状を発給した場合には，執行国の当局は，当該行為
が自国の刑事法上，処罰可能かどうか精査することなく発給国の司法的決定及び刑事手
続の公平性を信頼して，執行するという点に意義がある。
⑵　実際の運用上の問題
　実際の EAW の運用に当たっては，発給国と執行国との間での犯罪の定義の違いが
大きな問題となることは稀であるという指摘もある 119）。しかし理論的には EAW では，
自国民不引渡原則も適用されないので，双罰性の不適用と相まって重大な問題を惹起
するとも指摘されている 120）。自国民について引渡しが請求された場合でも，執行国
は，裁判のために発給国に自国民を引き渡す義務を負っているが，判決が下された後は
「ヨーロッパ受刑者移送条約」に従って 121），自国において刑の執行に従うことを条件と
することが認められている 122）。この規定は，自国民不引渡原則を撤廃したことに対す
るある種のセーフガード条項として挿入されたものと思われる。しかし，双罰性の検証
を十分にチェックせずに自国民を引き渡した後，EAW 発給国の司法の下で判決が確定
した受刑者が，刑の執行を受けるために帰国した段階で自国の刑法に照らしてみたとこ
ろ罪を問えないという事態も予想される。
　例えば，安楽死（euthanasia）をめぐる各国の状況は一律ではない。オランダ，ベル
ギー，スイスでは安楽死が認められるが，その他の国では，オランダ人の医師がオラン
ダ国内でドイツ人を安楽死させたことにより，ドイツの司法当局が消極的属人主義に基
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づき殺人罪により同医師に対して逮捕状を発給した場合，オランダ司法当局は，ドイツ
の引渡要請に応じる義務を負うだろうか。オランダでは自国民を外国に引き渡す場合に
は常に確定判決の後に自国に戻って刑に服することを条件とするが，安楽死はオランダ
では罪にならない。したがって，オランダは医師の引き渡しを拒否することができるだ
ろう 123）。しかし，理論的には，当該医師が，オランダからドイツ又は他の構成国の領
域内に移動した場合には，依然としてドイツに引き渡される可能性が残る。このような
場合には，「一事不再理」（ne bis in idem）の原則により，オランダにおいて訴追しない
旨の司法的決定がいったんなされていれば，それが最終決定となり，他の EU 構成国に
おいても同様に扱われる 124）。
　そのような事情があるかどうかは不明であるが，オランダの国内法では，自国民に対
して引渡請求がなされた場合には，双罰主義を導入している。すなわち相互主義に基づ
きオランダ国内法の下で犯罪を構成しない罪により自国民の引渡請求がなされている場
合には，自国民を引き渡さないとしているのである。EU 委員会は，オランダの国内法
の規定は，EAW 枠組決定 2条 2項において双罰主義を廃止したことに反しているとし
ている 125）。ポーランドも EAW の実施法において自国民不引渡原則を維持していたが，
憲法裁判所の判断の後国内法を改正して，オランダと同様の立場を採用している。この
ように，自国民の引渡しを受け入れる条件としての関係では双罰主義の維持，再導入が
事実上認められているのが実情である。
　EAW の執行が実際に争われた著名な事案としては，ウェッブ上で政府機関等の暴露
情報サイトを運営するジュリアン・アサンジ（Julian Asssange，オーストラリア国籍）氏に
対して，スウェーデン当局が英国に滞在中の同氏の引渡しを求めた事件がある。本件で
は，アサンジ氏が，2010 年 8 月にスウェーデン訪問中に 2人の女性に対する強要，性
的危害行為（sexual molestation）及び強姦などの 4つの容疑に問われた。アサンジ氏側は，
第 1にスウェーデン当局からの EAW が裁判所ではなく検察官によって発給されていた
ために，英国の犯罪人引渡法及び EAW 枠組決定に違反していること 126），第 2に EAW
上の強姦の定義は公正かつ正確に定められておらず，本件の被疑事実（すなわち，女性
が避妊具を装着することを条件として性交に同意したが，その意図に反する方法で性交を行った
こと）は，英国法上では強姦には当たらないので双罰性の要件を欠いていることなどを
主張した。しかし，英国高等法院（High Court）は，第 1点については検察官が発給し
た EAW の効力も認められるとし，また第 2点については，強姦は EAW 枠組決定 2条
2項に列挙されている犯罪であるから双罰性の検証は必要とされていないとして，この
訴えを退けた 127）。後に最高裁も同様の判断を下した 128）。したがって，アサンジ氏の引
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渡しは可能となったが，実際には，強姦に関する双罰性の問題が本件の主要な争点の 1
つであった。また，本件の背景に潜むもっとも気がかりな点は，スウェーデンに引き渡
された場合に，性犯罪として非公開の法廷で審理が行われ，さらに米国に引き渡され
て国家的機密の暴露によるスパイ罪により厳しい法的処断が下されるおそれである 129）。
この点については，EAW 枠組決定 27 条の特定主義の原則及び同 28 条 4 項は，引き渡
した構成国の同意なく第 3国（米国）に引き渡すことを明文で禁止しているので，（英国
の同意が無い限り）スウェーデンからさらに第 3国に犯罪人として引き渡されるおそれ
は，一応払拭される。
　また，EAW の運用上，多くの懸念が指摘されているのは，刑事手続上の諸権利の保
障に関する問題である。EAW においては，自国民も含めて引渡義務が強化されている
ので，執行国の司法当局は，EAW 発給国においても，適正な刑事手続上の諸権利が保
障されていると信頼しているからこそ，双罰性を検証せずに身柄引渡しに応じるのであ
る。しかし，刑事手続上の諸権利の一環として法的援助を受ける権利は，法律上は保護
されていても実際には手薄な例も報告されている。
　一例として，英国人消防士であるギャリー・マン（Garry Mann）氏の事案がある。同
氏は，2004 年のユーロ・サッカー選手権試合を観戦するためにポルトガルを訪れ，あ
る街の酒場にいたところ，付近で起きた騒動事件に連座した疑いにより他の 12 人の
サッカーファンとともに逮捕され，翌日，訴追された。しかし，12 人の被告人に対し
て弁護人は 1人しか付されず，通訳，翻訳の質も低かったために，訴訟手続きの委細を
理解できないまま，逮捕後 48 時間以内に即決裁判により 2年の禁固刑が言い渡された。
判決の翌々日には，仮釈放され 1年間の再入国不許可と英国への自主出国に同意するこ
とによって，刑の執行を免除された。英国に戻った後に，氏は，リスボンの憲法裁判所
に提訴したが，梨のつぶてであったところ，ロンドン市当局は氏に対してサッカー観戦
禁止措置を命じた。氏は，英国の国内裁判所において同決定の取消を求めて争った結果，
判決はポルトガルにおける訴訟手続が公正な裁判を受ける権利を否定しているとの判断
を下した。ところが，2008 年になって，ポルトガル当局から氏に対する禁錮刑を執行
するために EAW が発給され，引渡しを求めてきたため，イギリスの法廷でその効力を
争った。結局，14 か月にわたる審理の後に，氏はポルトガルに引き渡された 130）。他方
で，ヨーロッパ人権裁判所に対する提訴も行われたが，人権裁判所は，「明確に根拠不
十分」（人権条約 35 条 3 項 a）などを理由に不受理と判断した 131）。EU 委員会も指摘して
いる通り，2004 年のポルトガルにおける刑事訴訟手続において適切な通訳及び弁護人
による援助を受ける権利が十分に確保されていれば，その後の種々の問題は起きなかっ
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たと思われる 132）。
　前記 2条 2項の対象とされる犯罪を除く犯罪については，犯罪構成要件又は犯罪の定
義がいかなるものであろうと，執行国の法律の下で犯罪を構成することを条件とするこ
とができる（ 2条 4項）。すなわち，列記した 32 の犯罪類型に該当しない行為について
は，双罰性の原則が適用される。この点では， 2条 2項の下で双罰性の確認が省略され
る者との間で差別的ではないかという疑問が生じる。後述するように，この問題は，ベ
ルギーの人権団体からの訴えにより先決裁定の対象となった 133）。EU 裁判所の判決は，
本枠組決定の 2条 2項はそこに述べられている犯罪のカテゴリーのために双罰性の確認
を省略している一方で，これらの犯罪の定義と刑罰は，発給国の法によって決定される
問題であるとして，本枠組決定の 1条 3項で述べるように，EU 条約 6条に掲げられた
基本的人権（罪刑法定主義の原則を含む）を尊重しなければならないとされているので，
上記の犯罪について双罰性の確認を省略している限りで，本枠組決定 2条 2項は，罪
刑法定主義の原則を侵害しているという理由により無効とはならない，と判示した 134）。
この結論は，一般論としては首肯しうるとしても，前示のような個別，具体的なケース
においては問題が生じており，また微罪による引渡請求の場合又は発給国と執行国との
間で著しい量刑の違いがある場合などは比例原則との関係で問題となるであろう（詳し
くは，次号に掲載の本稿（3）で検討する。）。
5．引渡拒否事由
　EAW 枠組決定においては，執行国当局は，逮捕状の承認又は執行の拒否の理由とし
ては，限られた理由のみがみとめられる。政治犯不引渡しの原則は規定が存在しない。
EU 諸国間においては，テロ関連諸条約との関係においては，政治犯として扱わないと
いう合意が一般的に確立していることが背景にあると考えられる。
　自国民不引渡原則も適用しない。したがって，自国民不引渡しを憲法上の原則として
いた，ドイツ，ポーランド，キプロスなどの諸国において問題を生じさせた。ドイツで
は，2005 年 7 月 18 日の憲法裁判所の判決により自国民の引渡しを定めた EAW の国内
実施法が違憲と判断され 135），その後，ドイツでは，自国民引渡しを認めるよう改正を
行った 136）。ポーランドでは，憲法規定の改正が行われた 137）。これらの判例については，
本稿（3）でより詳しく検討する予定である。なお，自国民に対して EAW が発給されて
いる場合には，執行国において身柄をいったん発給国に引き渡した後，発給国において
判決が出された後に刑の執行のために身柄を戻して，刑の執行に当たるという方法をと
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る国がある。
　義務的不引渡事由としては， 3条に一連の規定を置くこととなった。恩赦の場合（ 3
条 1項），一事不再理（同 2項），年齢を理由として刑事責任を追及することができない
場合（同 3項）が規定されている。 4条では，任意的な引渡拒否事由として，為替，脱
税等の財政上の犯罪（同 1項），既に同一の行為によって訴追されている場合（同 2項），
既に訴追をしないこと又はその停止が決定している場合（同 3項），同一の理由により
既に確定判決が言い渡されている場合（同 4項），公訴又は刑の時効が完成している場
合（同 5項）が挙げられている。
6．人権との関係
⑴　EAW 枠組決定の人権関連規定
　犯罪人引渡しと人権との問題が生じる典型的な例は，引渡しが行われた結果，政治的
理由により訴追されたり，被請求人が取調の過程で拷問または非人道的な方法により取
調べを受けたり，苛酷な処遇を受けるおそれがある場合などである。伝統的犯罪人引渡
条約では政治犯不引渡原則を掲げてきたのは，思想・信条の自由及び意見・表現の自由
の保障という観点からも意義があった。しかし，EAW 枠組決定の本文は，政治犯不引
渡原則，自国民不引渡原則を掲げていない反面で，国家の人権保護義務についても明確
な定めが置かれていない 138）。そこで，EAW 枠組決定の下において，人権侵害のおそれ
がある場合に引渡しを拒否することができるかどうかが問題となる。
　実際に枠組決定本文では人権については， 1条 3項において，「本枠組決定は，ヨー
ロッパ連合条約第 6条に掲げる基本権及び基本的法の原則を尊重する義務を変更する効
果を有さない。」と述べるだけである。これは，ヨーロッパ人権条約の解釈に関する人
権裁判所の判例法が本枠組決定の運用においても尊重されることを意味しているものと
思われるが，その文言は明確ではない。その他には，前文中で，「本枠組決定は EU 条
約 6条によって承認され，かつ EU 基本権憲章第Ⅵ章に反映されている基本権及び諸原
則を尊重することを考慮」することを確認している。続いて，「本枠組決定は，EAW の
発給を受けた者が，客観的な証拠に基づき，性，人種，宗教，人種的由来，国籍，言語，
政治的意見若しくは性的指向又はその他の同人の立場などのいずれかの理由により差別
するために訴追し又は処罰するために発給されたと信ずべき理由がないかぎり，引渡し
を禁止するものとしては解釈されない」とし（パラ 12），さらに，「死刑，拷問又はその
他の非人道的若しくは品位を傷つける取扱い又は刑罰を受けるおそれのある場合には，
92 第 10 巻第 1号（2013）
いかなる者もその国に向けて追放し又は犯罪人として引き渡されることはない」（下線
部筆者）と謳っている（パラ 13）。前文中のこれらの文言は，留意事項として言及されて
いるに止まり，引渡拒否事由を掲げたものではないが，実際には 3分の 2余りの諸国の
実施立法では明文の規定でこれらの理由が引渡拒否事由として定めていると言われてい
るが，EU 委員会は，こうした引渡拒否事由は枠組決定を逸脱しており，極力例外的に
扱われるべきであるとしている 139）。
　他方，具体的な手続上の諸権利については，EAW 枠組決定 11 条において「 1．被請
求人が逮捕された場合には，執行国の権限ある司法当局は，自国の法に従って，欧州逮
捕状とその内容及び発給国の司法当局への引渡しへの同意の可能性について，同人に通
知する。」とし，また「 2．欧州逮捕状の執行のために逮捕された被請求人は，執行国
の国内法に従って弁護士及び通訳による援助を受ける権利を有する。」と定める。しか
し，これらの通知が本人の理解する言語で行われるのかどうか又は通訳，翻訳の提供を
受けることができるのかどうかは明記していない。また，弁護士の援助を受ける権利の
具体的な側面として面会（接見）の秘密や法律扶助の対象となるのかどうかなどの諸点
については明確な規定を欠いている。EAW は，基本的に刑事司法協力のための文書で
あるから，引渡手続において人権保障原則からの逸脱は許されないとしても，人権保障
それ自体が本来の目的ではないので，本文中には特に人権規定を置いていないものとも
思われる。また，テロ事件への緊急対応という制定当時の事情からして，引渡しの効率
性を優先し，人権規定については十分な審議を尽くしていないものとも思われる。
　EU 委員会は，一般的には執行国は，EU 条約 6条に掲げる人権原則に反するとみな
す場合には，引渡しを拒否することができるが，相互信頼に基づく制度においては，そ
れは例外的でなければならないと述べる 140）。すなわち，EU 構成国はすべてヨーロッ
パ人権条約の締約国であり，EU 自体がこれに加入することも予定されている。また，
リスボン条約体制下では，EU 基本権憲章も法的拘束力を有することになった。した
がって，建前上は人権保障については，EU 構成国においては国内法だけでなく，ヨー
ロッパ人権裁判所及び EU レヴェルでの多層的な人権保障を通じて，相互の信頼が確保
される環境にある 141）。
　しかし，委員会も指摘するように，実際には， 3分の 2の構成国が，国内実施法では
人権を理由とする様々な引渡拒否事由を明記している 142）。国内法において人権を理由
とする不引渡事由を明記しているのは，自国民をも引渡しの対象から除くことはできな
いとされているので，特に自国民を人権水準の低い他国の刑事司法制度に委ねることへ
の不安や不信があるからであろう。
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　他方，ヨーロッパレヴェルでの人権保障システムは存在するが，各国間の刑事法制の
違いは残されたままである。しかし，Pupino 事件において欧州司法裁判所が述べたよ
うに，EU の刑事司法協力の分野を含めて基本条約から生ずる義務の履行においては，
誠実な協力（loyal cooperation）の原則がある 143）。また，「同枠組決定の解釈に際しては，
基本権─特にヨーロッパ人権条約 6条に定められかつヨーロッパ人権裁判所の解釈を
含む─が尊重されるような方法により解釈されなければならない。」とも述べていた。
即ち，枠組決定の規定は，ヨーロッパ人権条約に従って解釈すべきとされる 144）。
　このように Pupino 事件判決の意義は，「誠実な協力」義務に依拠することにより EU
の警察司法協力分野において採択された枠組決定と国内法との関係について，枠組決定
が間接的効力を有していることを理由として，国内法は枠組決定の目的に沿うように解
釈，適用しなければならないとした点にある。EU 裁判所は，刑事司法分野（第 3の柱）
においても，EU 法の国内法に対する優位性の理論が適用するとし，第 1の柱と第 3の
柱との間の相違を解消する法解釈をとったと言えよう。さらに，判決は，枠組決定の解
釈上，ヨーロッパ人権条約の規定と人権裁判所の判例法にしたがって解釈すべきである
とも述べていたことも重要であろう 145）。しかし，EAW 枠組決定の解釈に際しては，た
とえヨーロッパ人権条約に一致するように解釈すべきであるとしても限界がある。なぜ
ならば，ヨーロッパ人権条約がどこまで犯罪人引渡しに適用されるかは必ずしも明らか
ではないからである。
⑵　EU 基本権憲章と刑事手続上の諸権利
　EU は，司法裁判所の判例法を通じて，ヨーロッパ人権条約に定められた基本的人権
の保護を共同体法の一般原則として承認してきたが，2000 年には，EU 基本権憲章を採
択することにより，基本的人権の内容を具体的に定めた 146）。当初，基本権憲章は，法
的拘束力のない文書として位置づけられてきた。リスボン条約の発効によって基本権憲
章の法的拘束力を承認するとともに，EU がヨーロッパ人権条約に加入することを予定し
ている 147）。これによって EU が基本的人権を保障する義務に明文の根拠を与えた 148）。
　基本権憲章は，特に，犯罪人引渡しを含む刑事手続との関連では， 6条により，「身
体の自由及び安全についての権利」を保障している。また第 6章の 47 条から 50 条まで
の 4か条を置いている。47 条は，裁判所の前における効果的な救済を受ける権利，公
正な裁判を受ける権利，弁護を受ける権利，法律扶助を受ける権利を保障している 149）。
48 条は，無罪の推定を受ける権利と刑事上の罪に問われている者に対して防禦の権利
を保障する。49 条では，罪刑法定主義と，量刑の均衡の原則を定めている。50 条では，
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一事不再理の原則を保障している。これらの一連の権利は，EAW の手続に付されてい
る個人の権利としても非常に重要である。しかしながら，リスボン条約発効後は，基本
権憲章の規定が法的拘束力を有することになったとしても，これらの抽象的な条文がど
こまで EAW 運用に影響を与えるかは定かではない 150）。
　EAW の発給国と執行国との間で量刑に著しい差がある場合には，量刑の均衡の原則
（基本権憲章 49 条 3 項）からみて問題があるであろう 151）。また，より一般的には EU 法
の基本原則でもある「比例性の原則」（すなわち，権利を制限するためには，一般的な利益
の性質を有する目的又は権利制約の必要性との間に均衡的であることを求める原則）152）との関
連で，微罪と考えられる行為により EAW を発給することが，被疑者等に対して過酷な
負担を強いているという点も再検討の理由として挙げられている 153）。刑事手続に関す
る諸権利（例えば弁護人依頼権）にしても，実際には各国間で大きなギャップがある。
　いずれにしても，EAW は関係国間の相互の信頼関係が構築されていることが前提と
なっているので，法の接近及び調和に向けて一層の具体的な措置の採択が課題となる。
7．刑事手続上の諸権利に関する法の接近
⑴　信頼醸成措置としてのヨーロッパ人権条約の機能とその限界
　EAW 枠組決定の中では，人権への言及は限定的であったため，各国の犯罪人引渡法
により拒否事由の拡大の徴候も見られる。EU 委員会の報告によれば，自国民の引渡し
に際しては相互主義を条件としたり（チェコ），双罰性の検証を必要としている（オラン
ダ，ポーランド）などの例の他，本来 EAW 枠組決定の明文上の根拠がない「基本権の侵
害のおそれ」又は「差別的取扱いのおそれ」のある場合にも EAW の執行を拒否すると
国内法で定めている国が 3分の 2にも達していると指摘している。また国の安全，個人
の特別な事情などの抽象的な執行拒否事由を挙げる例もある 154）。しかし，一方の逮捕
状の執行国が人権を理由とする引渡拒否事由を拡大するならば，適切で効率的な犯罪人
引渡しが行われるかどうか危ぶまれるであろう。したがって，EAW に基づく容疑者等
の引渡しに際して，被請求人の刑事手続上の諸権利の確保がなされることにより，各国
間の相互信頼を築く必要がある。また，相互承認の論理では発給国の法を基礎とするの
が原則であるから，執行国による引渡拒否という段階で人権を確保しようとするもの
ではないとも言える。したがって，EU の立法措置に根拠を置く各国の国内法によって
EAW に基づく引渡手続上の諸権利を保障する必要がある。
　このような問題があるが，すべての EU 諸国は，同時にヨーロッパ人権条約の締約国
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であるから，同条約上の諸権利が保障されており，人権条約上の基準は EU 法の一般原
則を構成している（EU 条約 6条 3項）のであるから，同条約は，人権侵害に対するセー
フガードとして位置づけられている。確かに，ヨーロッパ人権裁判所の判例法によれば，
少なくともヨーロッパ人権条約 3条によって，拷問，非人道的又は品位を傷つける取扱
い又は刑罰は禁止されており，犯罪人引渡しの結果，引渡先の国において死刑の適用の
おそれがある場合には，「死刑の順番待ち」（death row）現象に直面させることが 3条の
違反になるとされる 155）。拷問，非人道的な取扱い又は刑罰を受ける可能性がある場合
には，引渡拒否事由になることは，他のヨーロッパ人権裁判所の判例によっても踏襲さ
れている 156）。
　ヨーロッパ人権条約の 5条は，恣意的逮捕拘禁からの自由及び法の適正手続に関する
諸権利を定めている。また 6条 1項では公正かつ公開の裁判を受ける権利， 2項では無
罪の推定を受ける権利，同 3項では罪を問われた者に対して保障される最低限度の権利
として，理解する言語で罪の性質・理由を告げられる権利，防禦のための十分な時間及
び便益を受ける権利，弁護人依頼権，無料の弁護を受ける権利，反対尋問権，無料の通
訳の援助を受ける権利等の刑事手続に関する定めを置いている。これらの諸条項も人権
侵害に対するセーフガードを提供するとともに，それが各国間の信頼関係を醸成してい
るとは言えないだろうか。
　では，実際のところ，犯罪人引渡手続においては人権裁判所は，どのような判例解釈
を示しているだろうか。この点，人権裁判所は 3条の拷問，非人道的な取扱いの禁止の
解釈を除けば，犯罪人引渡しに人権条約を適用することには消極的であった。事実， 5
条 1項の恣意的逮捕・拘禁を受けない権利を例外として，ヨーロッパ人権条約の上記の
刑事手続関係の諸条項は，そのままの形では犯罪人引渡しに適用されないと解されてき
た 157）。しかし最近のゾキドフ（Zokhidov）対ロシア事件では，人権裁判所は，ウズベキ
スタンからの犯罪人引渡請求に関連してロシア当局によって行われた被請求人の身柄拘
束に際して，法律上の十分な根拠を示さなかったことにより 5条 1項に違反し，また逮
捕，訴追に関する情報が速やかに提供されなかった点で 5条 2項に違反し，さらに裁判
所において身柄拘束の違法性を争うことは可能であるが，ロシア国内裁判所は犯罪人引
渡しのために身柄拘束中の者に対して保釈を言い渡す権限がないという点で 5条 4項に
も違反すると判示した 158）。また， 6条の公正な裁判を受ける権利は，「民事上の権利義
務の決定」又は「刑事上の罪の決定」に関わる事案にのみ適用されると解されていたの
で，従来犯罪人引渡手続には自動的には適用されないと考えられてきた。もっともオ
マール・オスマン（Omar Othman［Abu Qatada］）対イギリス事件において人権裁判所は，
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この立場を幾分修正し，場合によっては国外追放が 6条 1項に違反すると判示した。同
事件の申立人は，ヨルダンにおいて欠席裁判により有罪宣告を受けていたが，英国がヨ
ルダンに追放した場合に，拷問によって得られた証拠に基づいて有罪の宣告が言い渡さ
れるおそれがあることにより，追放は人権条約 6条 1項の公正な裁判を受ける権利を侵
害するとしたのである 159）。
　以上のようにヨーロッパ人権裁判所の判例法は，特に拷問又は非人道的な取扱いを受
けるおそれがある場合又は拷問によって得られた証拠によって有罪の宣告を受けるおそ
れのある場合には，犯罪人引渡しにも援用しうるものとなっている。また最近の判例法
の展開によって，犯罪人引渡しに際して公正な裁判を受ける権利の明白な侵害に対する
歯止めの役割を一応は果たしていると評価することができる。しかし，実際には，ヨー
ロッパ人権条約違反の問題を人権裁判所に付託するまでには，多くの時間と労力と経費
を必要とするので，犯罪人引渡しに直面している個人にとっては，必ずしも効果的な救
済手段とは言えない。個人による人権侵害の訴えも国内的救済手段を尽くした後に認め
られるに過ぎないので，ヨーロッパ人権裁判所に対して犯罪人引渡しの過程で生じる人
権侵害からの救済を求めることは，現実的ではない 160）。また，人権裁判所の判決の拘
束力は，当該事件ごとに及ぶだけであり，一般的な効力を有する訳ではない。
　要するに EU 諸国間においても刑事司法上の諸原則に関する限り，国家間の多様性の
要素は顕著であって，犯罪人引渡しを効率的に遂行するための相互の信頼は不足してい
る。ヨーロッパ人権裁判所の判例法は，犯罪人引渡手続において人権尊重への一定の考
慮を求めているが，人権救済制度としての迅速性，勝訴への期待の確実性という点では
明らかに問題がある。したがって，ヨーロッパ人権条約及び人権裁判所の存在をもっ
て，EU 諸国間の刑事司法に関する相互の信頼関係を築く手段とするのは疑問があるだ
ろう。やはり相互の信頼を築くためには，刑事司法，特に手続上の諸権利に関する EU
構成国相互間の法の接近と調和が不可欠であろう。
⑵　刑事手続上の諸権利に関する指令制定に向けて
　EU 委員会は，EU の刑事司法分野における法の接近を推進するために，2004 年に「犯
罪人引渡しに適用される手続上の権利に関する枠組決定案」を策定していた 161）。それ
によれば，共通の手続的なセーフガードは，相互承認を基礎として運用される刑事司法
システムにおいては必然的な付随物であるとし，弁護を受ける権利，無料の通訳を受け
る権利，弱者の保護，権利の告知を受ける権利などを含んでいた。委員会の提案の根拠
としては，EU 条約 31 条 1 項 c において，「刑事司法協力を改善するために必要とされ
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る構成国の法令の整合性を確保すること」が挙げられていた。しかし，刑事司法は，各
国の主権事項であるとの長年の伝統的観念が強固であったためか，EU の権限拡大に対
して一部の構成国が抱いていた懸念を払拭することが困難であった。委員会提案を基に
4年の間，交渉が行われたが，結局理事会の全会一致を得ることができずに，委員会は，
2007 年にこの案をいったん取り下げた 162）。
　しかし，依然として刑事手続に関する諸権利の立法化は，EU の優先事項であり，委
員会，議会などの EU 内部だけでなく，市民団体，研究者の間からも根強い要請があっ
た 163）。そこで，EU は，リスボン条約の発効に併せて刑事手続上の諸権利に関する指
令案作りを再度試みることになった 164）。これを受けて EU 理事会は，2009 年 11 月 30
日には，手続的な諸権利に関する 5つの指令の採択に向けた計画案（ロードマップ）を
とりまとめて公表した 165）。決議文の前文によれば，その趣旨は，構成国間に共通の最
低基準（minimum standard）に関する法の接近を計ることにより，相互承認を促進し，
効率的な司法の在り方を追求するとともに，個人の権利を保護することにあるとして
いた。その後，委員会は，2010 年 5 月にストックホルム・プログラムをまとめて 166），
2010 年から 14 年までの間に EU の「自由，安全及び正義」の分野における課題を具体
的に示した。これは，各種の犯罪対策から入管政策，庇護，難民，移民労働者等の受入
れ政策にまで及ぶ広範囲の問題をカバーするものである。その目的は，EU 基本権憲章
の諸権利を具体的な権利として指令等により立法化することを内容としており，「刑事
手続に関する個人の諸権利」の項目では，次の A ～ F の措置を一連のパッケージとし
て採択することを掲げていた。
　A　通訳及び翻訳に対する権利
　B　刑事手続における情報に対する権利
　C　裁判の前及び公判において法的助言を受ける権利
　D　被拘禁者が家族，使用者及び領事との面会を求めるための権利
　E　特に，弱者の立場にある容疑者を保護する諸権利
　 F 　未決刑事被拘禁者の拘禁に関する提案書（Green Paper）
　これらの諸権利は，一挙に一つの文書でまとめるのではなく，段階的に複数の文書に
より指令とすることとされた。比較的に合意が容易に達成できる問題を優先的に扱うと
ともに，種々の議論が予想されるために，慎重な手続が必要とされる問題とを区別して
扱うことにより，一部の困難な問題によって全体の合意が妨げられないようにするため
であると思われる。上記のパッケージ措置のうち，A，B については既に指令が採択さ
れ，C については 2013 年度中の採択に向けて審議中である。D，E，F に関しては現在，
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内容の協議中であり，条文形式の草案は公表されていないが，これらについても，ロー
ドマップに従えば 2014 年内に指令を採択する方針である。そこで，これらのうち，A，
B，C の内容を簡潔に紹介しておく。
　A　通訳・翻訳に対する権利に関する指令
　一連の措置の第 1弾として，2010 年 10 月には，通常立法手続にしたがって 167），「刑
事手続における通訳及び翻訳に対する権利に関する指令」が採択された 168）。
　本指令は，およそ以下のような内容により，通常の刑事訴訟手続及び EAW の執行手
続における通訳・翻訳に対する権利に関する規則を定めている（ 1条 1項）。この権利は，
権限ある当局により犯罪の嫌疑をかけられたか又は罪を問われたときに開始し，手続の
終了（犯罪を行ったか否かの最終決定［判決］の言渡しのとき）までの間，適用される（ 1条
2項）。裁判所以外の当局によって審理される微罪の言渡しが定められており，後に裁
判所に対して上訴が可能な場合には，裁判所における手続についてのみこの指令は適用
される（ 1条 3項）。審理手続において用いられる言語を話さないか又は理解できない被
疑者又は被告人は，捜査・司法当局の下での刑事手続の間（警察の取調べ，裁判所のすべ
ての審理及び任意の事情聴取も含めて），遅滞なく通訳を提供される（ 2条 1項）。公正な手
続の保障のために必要な場合には，国は，被疑者，被告人とその法定代理人との間の連
絡のために通訳を提供する（ 2条 2項）。また，重要な文書の翻訳についても，刑事裁判
手続で使用される言語を理解しない被疑者・被告人に対しては，防禦権を行使すること
及び手続の公正さを保護するために必要とされるすべての文書の書面による翻訳を合理
的な期間内に提供する（ 3条）。重要な文書には，身柄の拘束，被疑事実又は起訴に関
する決定及び判決を含む（同 2項）。当局は他のいずれの文書が重要であるかを決定す
ることができるが，容疑者，被疑者及びその法定代理人も理由を付して文書の翻訳を求
めることができる（同 3項）。通訳・翻訳の費用は，裁判の結果にかかわらず国が提供
する（ 4条）。国は，通訳・翻訳の質を確保するために具体的な措置を講ずる。そのため，
独立の資格を有する通訳人・翻訳者の登録制度を設けるように努める（ 5条 1項， 2項）。
通訳を解して行われる捜査官による取調べ及び手続の過程は，国内法の定めに従って記
録される（ 7条）。各国は，本指令を 2013 年 10 月 27 日までに実施のための法的措置を
とる（ 9条）。
　以上の内容で注目される点は，①公判段階だけでなく，警察の任意の取調べ段階にお
いても通訳の提供を受けると共に，重要な文書に関しては文書による翻訳を提供するこ
とを明記している点，②国が通訳・翻訳の費用負担すべきことを定めるとともに，③通
訳・翻訳の質の確保・向上に関しても具体的措置を求めていることなどである。しかし，
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何が重要な文書であるかは定めはないために，いずれの文書を翻訳文として提供するか
は各国の裁量に委ねられている 169）。
　B　刑事手続における情報に対する権利に関する指令
　続いて，EU 理事会と議会は，2012 年 5 月 22 日に「刑事手続における情報に対する
権利に関する指令」を採択した 170）。本指令は，EU 諸国で行われている被疑者等を身
柄拘束した際に交付される「権利告知状」（letter of rights）を参照して 171），これらの者
が速やかに刑事手続上の諸権利の告知を受け，逮捕，拘禁の合法性について異議を申し
立てることを可能とするために基本的な情報を提供するものである。それらの告知され
るべき諸権利は，弁護士に対するアクセスの権利，無料の法的助言を求める権利，告
発の内容について知らされる権利，通訳・翻訳に対する権利及び黙秘権である（ 3条）。
これらの情報は，平易かつ理解できる言語により，口頭又は文書により与えられる（ 4
条）。国は，逮捕又は拘禁されている被疑者，被告人及び EAW の手続の対象とされる者
が文書による権利告知状を速やかに付与されることを確保する。権利告知状を読む機会
が付与され，身柄拘束期間中はそれを保管することが認められる。 3条に定める情報に
加えて，権利告知状には，（a）事件の資料にアクセスする権利，（b）領事機関及びその他
の 1人に通知してもらう権利，（c）緊急医療支援を受ける権利，（d）権限ある司法官の前
に引致される以前の勾留期間に関する情報を含む。権利状には，逮捕の合法性，拘禁の
合法性の審査，又は保釈請求を行うための情報を含む（ 4条）。EAW の執行手続のため
に逮捕された者は，権利に関する情報を記入した権利告知状を速やかに付与される。権
利告知状は，平易で理解できる言語で記載される（ 5条）。また，訴追の理由，特に犯
罪行為に関する情報を速やかに提供される権利（ 6条），逮捕，拘禁の合法性に異議を
申し立てるために不可欠な文書等を閲覧する権利（ 7条）及びこれらの情報が提供され
る場合は，国内法に従って記録すること（ 8条）等が定められている。各国は，2014 年
6 月 2 日までに本指令を国内法化する義務を負う。
　C　刑事訴訟手続における弁護士との接見の権利及び逮捕の際に連絡する権利に関す
る指令案
　以上に加えて，2011 年 6 月に EU 委員会は，被疑者，被告人（以下，被疑者等という）
及び EAW の執行手続に付されている人の「刑事訴訟手続において弁護を受ける権利及
び逮捕の際に連絡する権利に関する指令案」を提案した 172）。本指令案は，被疑者，被
告人の弁護を受ける権利に関する手続上，基本的かつ広範囲の問題を対象としているだ
けに，EU の他機関 173）及び人権団体等からも様々な関心が寄せられている 174）。本稿執
筆時点においては，継続審議中であり，いまだ採択に至っていないが，近く採択される
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予定である。本指令の内容は，非常に重要であるが，EAW の下での引渡手続だけでな
く，刑事訴訟手続一般に関連しているために，本稿の本来の範囲を越えている。紙幅の
制約も考慮して簡潔にその内容を紹介し，詳しい検討は別稿に譲ることとしたい。
　2011 年の委員会原案の概要は，以下の通りである。まず本指令の適用範囲は，被疑
者，被告人及び EAW 枠組決定に従って引渡手続に付されている人に適用されるもので
あり，最小限の共通基準を設定することにより，相互承認を促進することを狙いとして
いる（ 1条）。本指令の適用期間は，「被疑者・被告人及び EAW 枠組決定の手続に付さ
れた人」（以下，被疑者等という）が犯罪の嫌疑を受けたことを知ってから，最終的に手
続を終了するまでの間とする（ 2条）。弁護人（a lawyer）175）に対するアクセスの権利（い
わゆる接見交通権だけでなく警察による取調べの際の立会権も含む）は，次の（a）～（c）の場
合には，いかなる場合でも（in any event）可能な限り早急に認められる（ 3条）。すなわち，
（a）警察またはその他の関係による取調べの開始前，（b）いずれかの手続または証拠の収
集の場合であって，本人の立ち会いが国内法に従って認められる場合，（c）自由のはく
奪の開始のときから，である。同 2項では，弁護人に対するアクセスの権利は，被疑者
等が防禦権を効果的に行使することが可能とされる時間と方法により認められる（ 3条
2項）。
　 4条では，弁護人に対するアクセスの権利には次の内容を含むと定めている。①被疑
者，被告人は，弁護人の接見の権利を有すること。②弁護人は，取調べに立ち会い，質
問し，説明を求めかつ意見を述べる権利を有し，国内法に従ってこれらは記録されるべ
きこと。③弁護人は，被疑者等の立会いが求められるか又は権利として認められるいず
れの捜査又は証拠収集の際に立ち会う権利を有する。④弁護人は，被疑者等が拘禁され
る際には，収容条件をチェックし，その場所を訪れる権利を有する。⑤弁護人は，被疑
者等と弁護士との面会の期間及び回数は，防禦権の行使を妨げるような方法で制限され
ない。 5条では，国は， 2条に言及した者に対して自ら指定した少なくとも 1名の者と
連絡する権利を確保するとする。また，自由を奪われた者が，自国の国民ではない場合
には，国籍国の領事・外交当局に対して速やかに拘禁の事実を通知される権利を有し，
領事等と連絡することができるよう保障する（ 6条）。国は，被疑者等と弁護人との面
会の秘密性を保障する。その他，国内法に従って認められる連絡，電話，会話その他の
通信の形態の秘密性を確保する（ 7条）。 8条によれば， 3条， 4条①ないし③， 5条
及び 6条の規定については，以下の条件を満たす場合には，例外的な状況を除き，本指
令の規定から「免脱すること」（derogate）が認められる。それらの免脱は，以下の条件
に従うものとする。（a）人の生命又は身体に対して重大な不可逆的な結果を避けるため
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の緊急的な要請によって正当化される。（b）犯罪の形態又は重大性に専ら基づくもので
あってはならない。（c）必要とされる限度を超えてはならない。（d）可能な限り時間は限
定的でなければならず，かついかなる場合でも，公判段階まで継続してはならない。（e）
訴訟手続の公平性を害してはならない。また，以上の免脱措置は，個別事件ごとの司法
機関による決定によってのみ認められる（以上， 8条）。 9条は，国内法によって弁護人
の取調べへの義務的な立会いが定められる場合を除き，弁護人による立会いの権利の放
棄を認めることができるとする。ただし，（a）その放棄の結果について，容疑者等が法
的な助言を事前に受けているか又はその他の方法により，その結果について十分な知識
を得ている場合，（b）これらの結果を理解するために必要な能力を有していること，（c）
放棄は自発的かつ明確に与えられることを条件とする。権利を放棄する場合には，国内
法に従って記録される。放棄は，後のいかなる段階においても撤回できることを国は保
障しなければならない，などとされる（以上， 9条）。
　被疑者，被告人以外の者が警察又はその他の官権により聴取を受けた後の尋問，聴聞
の過程で，同人が犯罪の被疑者又は被告人となる場合には，国は，弁護人に対するアク
セスを認められることを確保する。国は，被疑者等となることを知り得る以前に獲得し
た陳述を，同人に対して不利なように用いてはならない（以上，10 条）。
　EAW 枠組決定の手続に付されている者は，身柄を拘束される際には速やかに弁護士
にアクセスする権利が認められる（11 条）。この権利の内容は，ほぼ被疑者等の場合と
同様であるが，国は，逮捕状執行国の弁護士を支援するために，逮捕状発給国において
も速やかに弁護士に対するアクセスの権利を確保する義務を負っている（同 2項）。発
給国における弁護士は，執行国における弁護士を支援するために必要とされる活動のみ
を行うことができる（同 3項）。
　以上の委員会原案の内容は，被疑者段階からの弁護士の取調べ立会権を認めているこ
とをはじめとして弁護人依頼権の実質的な確保が試みられている点で注目される。これ
らは，ほぼヨーロッパ人権裁判所の判例法に基づくものであり，刑事手続上の諸権利の
保障水準を維持していると人権 NGO 等は評価している。しかし，2012 年 3 月の理事
会修正案では，かなり実質的な部分について保障の水準を低下させる内容が盛り込まれ
ており，人権 NGO は指令の目的を阻害し，ヨーロッパ人権条約の判例法解釈に抵触す
るおそれがあるとの懸念を示している 176）。そうした懸念とは，次のような諸点である。
①原案 10 条が削除され，任意段階での取調べを受けている者の保護が削除されている
こと。②免脱措置が，広く拡大されていること。③弁護人の取調べ時の立会いが原案で
は，原則的に認める立場であったが，修正案では，「公式な取調べ」（ofﬁcially interview）
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を受けている場合にだけ認められるというように制限を加えており，またやむを得ない
理由がある場合には一時的に例外を認めていること（修正案 3条 2項 b，c 及び 5項）。④
EAW の執行手続において身柄が拘束されている者に保障される執行国と発給国の双方
において「 2重代理」（dual representation）を受ける権利については，発給国の弁護士に
認められる活動が執行国の援護士を支援する活動に制限されるべきではなく，より広く
認めるべきであるとも主張されていること。これら以外にも，重要な問題点が指摘され
ているが，現時点では検討段階であり，上記の懸念事項も含めて内容は変更される可能
性がある。この問題は，市民社会における基本的な権利及び自由に係わる問題であるか
ら，透明性を確保するためには EU 諸機関（委員会，議会，理事会）及び構成国政府の意
見だけでなく，市民団体等からの幅広い意見をどのように EU の立法過程に反映させ，
コンセンサスを形成できるかが問われているといえよう。本指令の帰趨は，EU の民主
的ガバナンスを強化できるか否かの試金石のようにも思われる。
8．小 括
　EU における刑事司法協力は，マーストリヒト条約以後，政府間協力の形で漸次進め
られてきた。しかし，EU 構成国は刑事司法管轄権に依然として固執していたために，
請求モデルを基礎として 90 年代に採択された 2つの犯罪人引渡条約は，具体的な成果
を生まなかった。そうした中で，アムステルダム条約による刑事司法協力分野における
基盤強化（枠組決定の採用）と「テロとの戦い」の時代を背景として，EU は，今世紀
初頭に犯罪人引渡法の分野において EAW 枠組決定という画期的な制度を導入した。
　EAW が基礎とする EU 法の特徴は，アムステルダム条約以後─そして特にリスボ
ン条約発効以後は─単一の EU としての刑事司法管轄権を基礎として請求モデルに替
えて各国間の信頼に基づく相互承認モデルを取り入れた点にあった。EAW 枠組決定で
は，相互の信頼の下で従来認められていた自国民不引渡原則，政治犯不引渡原則等の引
渡拒否事由のうち多くを撤廃し，双罰主義の適用も大きく制限した結果，EU 諸国間に
おいて犯罪人引渡しは迅速かつ簡便な方法により短期日のうちに行われることになっ
た。EAW は，犯罪対策という点では非常に効率的な制度が運用され，実際にその効果
は上がっている 177）。
　その一方で，人権保障との関係では大きな議論を招くことになった。とりわけ，問題
は，従来の請求モデルに代えて相互承認モデルを取り入れたことであり，それが含意す
る域外性の承認という要素は双罰性の放棄と相まって，EU 構成国内において憲法上の
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（2）
103第 10 巻第 1号（2013）
人権原則との緊張関係を生じさせることになった。刑事手続上の権利の保障が十分とは
いえない場合又は相対的には微罪としか考えられない犯罪を理由として EAW が発給さ
れた場合でも，執行国は自国の法に基づいてその適否を法的な審査に付することなく逮
捕状を執行する義務がある。このような状況は，EU 法の原則であり各国の司法判断の
基準ともされる人権原則に反するのではないかとの批判を招いた。
　また，ヨーロッパ人権裁判所の判例法の解釈によれば，人権条約上の諸権利は原則的
には犯罪人引渡しには適用されない。しかし，刑事被拘禁者に対する人道的な処遇条件
が遵守されず，被疑者・被告人の公正な裁判を受ける権利に関する最小限の権利の保障
が著しく欠けるおそれがある場合には，引渡しを行うこと自体が人権条約上の権利の侵
害となりうる。したがって，そのような場合に引渡拒否が許容されるのかという問題が
提起された。枠組決定に法的拘束力が認められる以上，各国は EU 法上の義務を優先さ
せるべきかそれとも基本的な人権保障義務に従うべきか，という板挟み的な問題を抱え
ることにもなった。
　このような問題の原因の一端は，刑事司法上の法の接近・調和ではなく，相互承認を
刑事司法協力の基本原則としたことにある。相互承認は，他の構成国の刑事司法に対す
る信頼を前提としてこそ，機能するはずであるが，実際には EU 構成国間においては，
刑事司法に関する基準はかなりの隔たりが残されていたままであった。相互の信頼があ
る場合にのみ機能する相互承認を，実質的な相互の信頼関係が十分に築かれていない状
況の下で依拠しようとすれば，要石の役割を果たせないことは明らかであった。
　しかし，2009 年の末にリスボン条約が発効し，同時に EU 基本権憲章が法的拘束力
を獲得することになったため，EU における刑事手続上の諸権利に関する法の接近への
取り組みは喫緊の課題となった。そこで 2010 年以後今日までに通訳・翻訳に対する権
利，逮捕時に権利の告知を受ける権利など若干の権利については指令によって，法の接
近が実現された。また，特に重要な内容を含む弁護人による援助を受ける権利に関する
指令案は現在採択に向けて検討が行われている。結局，このような EU の経験は，効率
的な犯罪人引渡制度の運用にあたっては，法の接近及び調和による刑事手続き上の諸権
利の具体化が不可欠であることを示しているといえるだろう。
　また，注目すべきことは，EU の立法措置は，EAW 枠組決定の運用を通じて相互承
認原則が取り入れられたことを契機として，EAW の対象とされる個人だけでなく，よ
り広く一般的に被疑者・被告人の手続上の最低基準作りにも波及していることである。
このような EU の取り組みは，犯罪人引渡法の新たな展開という側面だけでなく，日常
的に人が国境を自由に越えて移動する時代においては，より一般的に刑事手続上の諸権
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利の保護が国家を超える共通の利益にかかわる問題として対応が求められていることを
示唆している。いずれの構成国においても最小限度の刑事手続上の権利を国籍にかかわ
らず，すべての市民に保護するべきことは，EU が刑事司法管轄権の一元化に取り組む
上での必然的な課題であろう。その場合に，各国の刑事司法における多様性の尊重にも
配慮しつつ，基本的な共通価値理念に関する共同の基盤をいかにして構築していくかが
模索されている。これは，いわゆる「立憲的多元主義」の命題である。
　以上の分析の結果を簡潔にまとめるとともに，今後の展望への予想も加えて締めくく
るならば次のように言えるのではないだろうか。すなわち，リスボン条約の発効によっ
て EU の刑事司法管轄権は，多様性を踏まえつつ統合的な法秩序の下に組み込まれるこ
とになった。その下で EAW に基づいて行われる容疑者等の引渡しは，EU の刑事手続
きの過程として捉えることができる。EU における犯罪人引渡しは，裁判管轄権を主張
する国に対して協力するというよりは，相互承認原則が暗黙のうちに前提としている立
憲的多元主義に基づく EU の刑事司法手続きの下での効率的なプロセスを追求している
とみられる。したがって，EU の刑事司法協力のあり方としては EAW の執行の形で容
疑者等を拘束し，身柄を逮捕状発給国に移送する手続に始まり，身柄引渡し後の取調べ，
訴追，公判，そして有罪とされた場合の刑の執行までもが多元的に統合された刑事司法
管轄権の下で行われることが目標であり，また課題なのである。そうであるとすれば，
刑事司法手続き上の個人の諸権利の保障も分散化した構成国の主権的裁量に委ねたまま
に済ますことはできない。故に，刑事手続き上の諸権利に関する法の接近・調和は必然
的に求められるのである。
　本稿（2）の検討は以上である。これまでの作業では，EAW 枠組決定の内容とその性格
を中心に検討してきた。具体的な運用上の問題及び法解釈に関する各国の裁判所の対応
と EU 裁判所の判例法の検討が残されている。これらの作業は，立憲的多元主義に関す
る分析とともに本稿（3）に委ねることとする。
（次号へ続く）
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1 ）　マーストリヒト条約（ヨーロッパ連合条約［The Treaty on European Union/Maastrichit 
Treaty］）は，1992 年 2 月 7 日にヨーロッパ共同体構成国によって署名され，1993 年 11 月 1 日発
効した。本条約は，いわゆる EU の 3本柱構造を導入した。第 1の柱は，経済分野であり超国家
的な機能を有している。第 2の柱とは外交・安全保障であり，第 3の柱は，司法及び内務分野（警
察，刑事司法，庇護，入管等）である。第 2，第 3の柱においては，国家間主義的な性格を基本
としており，EU のこの分野の活動は国家主権が温存されている。
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2 ）　アムステルダム条約は，1997 年 10 月 2 日署名，1999 年 5 月 1 日発効。EU の中東欧諸国への
拡大を想定して，マーストリヒト条約を改正した。第 3の柱の分野の強化を目的としていて，そ
の名称を「警察，刑事司法協力」とした。また，国境検査の撤廃等を定めたシェンゲン協定を
EU 法の中に取り込むこむことにより，EU 域内の自由移動原則が具体的になった。
3）　「ヨーロッパ逮捕状枠組決定」（Council Framework Decision of 13 June 2002 on the European 
arrest warrant and surrender procedure between member state, 2002 584/584）。条文の仮訳は，中
央ロー・ジャーナル 8巻 3号 141-159 頁（2012 年）を参照。
4）　アンドレ・クリップによれば，国際的な刑事司法協力の方式として，「請求モデル」，（request 
model），「相互承認モデル」及び「相互利用モデル」（availability model）の 3つの方式があると
する。「請求モデル」は，従来の犯罪人引渡条約において採用されてきた方式であり，被請求国が
個別の事案において請求国からの引渡請求を受諾するか否かにつき完全な裁量に委ねられている。
基本的には自らの意思で要請を受諾した場合にのみ，引渡しを行う。引渡義務を受け入れるかど
うかは裁量にすぎない。条約が存在する場合には，相互の協力は義務的となるが，義務の絶対性
性質を緩和するために，双罰主義が取り入れられ，不引渡事由もかなり広く認められる。ヨーロッ
パ評議会の 1957 年犯罪人引渡条約は，請求モデルの典型的な形である。「相互承認モデル」は，
1構成国の権限ある当局の決定又は命令が，他の構成国において承認され，執行されることをい
う。この場合，条件に一致しているか否かの請求国の判断は，相互の間の信頼関係に基づいてい
るので引渡しの要件に合致しているか否かについての 2次的な確認は必要とされない。第 3の「相
互利用モデル」は，2005 年の Prüm 条約により採用された方式であって，テロ等の国境を越えた
犯罪に対応するために関係国の捜査当局相互間において DNA，指紋，自動車の車検証情報等の捜
査情報の共有を推進するためのシステムである。この場合，情報へのアクセス拒否は認められな
い。Prüm 条約は，当初，オーストリア，ベルギー，フランス，ドイツ，ルクセンブルク，オラ
ンダ及びスペインの 7か国で締結されたが，2008 年には EU の決定（Council Decision 2008/615/
JHA on 23 June 2008, OJ L 210/12）により EU 法の中に取り入れられた。André Klip, European 
Criminal Law, 2nd edition, Intersentia, 2012, p. 343.
5 ）　ヨーロッパ逮捕状に関する基本的な文献として，以下を参照。Susie Alegre & Marisa Leaf, 
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6 ）　EU 基本権憲章（The Charter of the Fundamental Rights of the European Union）は，2000 年 12
月 7 日に EU によって採択された EU の人権文書である。54 か条からなり，EU 市民と域内の居
住者に対して市民的，政治的及び社会的，経済的権利を保障する。刑事司法手続にかんする諸権
利については，47 条から 50 条に定められている。伊藤洋一「EU 基本権憲章の背景と意義」法律
時報 74 巻 4 号 21-28 頁，（2002 年）。
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に関してスペイン当局に引渡しが求められた事件であるが，スペインがイタリアに引き渡した場
合に，イタリア法では欠席裁判のやり直しが出来ない点で，スペイン憲法及び EU 基本権憲章 53
条等の規定に抵触する可能性があるため引渡しを拒否することができるか否かについてスペイン
憲法裁判所が EU 裁判所に先決裁定を求めた事件である。判決は，引渡しの拒否は，EAW 枠組
決定の基本を構成する相互信頼に反するので認められないとした。EAW 枠組決定と憲法上の問
題についての一般的考察については以下を参照。Elspeth Guild., ed., Constitutional Challenges to 
the European Arrest Warrant, Wolf Legal Publisher, 2006. Elspeth Guild & Luisa Marin, eds., Still not 
Resolved? Constitutional Issues of the European Arrest Warrant, Wolf Legal Publishers, 2009.
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8 ）　通称リスボン条約（Treaty of Lisbon/Lisbon Treaty）は，2007 年 12 月 13 日署名，2009 年 12
月 1 日発効。本条約は，「ヨーロッパ連合条約」（Treaty on European Union）と「ヨーロッパ連合
運営条約（Treaty on the Functioning of the European Union）の 2つの条約及び付属の議定書から
なる。また EU 基本権憲章に法的拘束力を付与した。リスボン条約について一般的には以下を参
考。鷲江義勝編著『リスボン条約による欧州統合の新展開』（ミネルヴァ書房，2009 年）。辰巳浅
嗣編著『EU ─欧州統合の現在（第 3版）』（創元社，2012 年）。
9）　リスボン条約の発効と前後して，EU 法研究の新しい分野として，EU 刑事法の研究が盛ん
になっていることが注目される。EU 刑事司法に関する基本的な文献として以下のものがある。
Geert J. M. Corstens, Jean Pradel, European Criminal Law, Kluwer, 2002. Erling Johannes Husabo, 
Asbjorn Strandbakken, Harmonization of Criminal Law in Europe, Intersentia, 2005. Maria Fletcher 
and Robin Lööf with Bill Gilmore, EU Criminal Law and Justice, Edward Elgar, 2008, p. 108. Valsamis 
Mitsilegas, EU Criminal Law, Hart Publishing, 2009. Cyrill Fijnaut and Jannemieke Ouwerkerk, 
The Future of Police and Judicial Cooperation in the European Union, Martinus Nijhoff, 2010. Samuli 
Miettinen, Criminal Law and Policy in the European Union, Routledge, 2013.
10）　近年の EU 法研究として多元的立憲主義に関する議論が盛んである。例えば次の文献を参照。
Mattej Avbelj, Jan Komarek, eds., Constitutional Pluralism in the European Union, Hart Publishing, 
2012．中村民雄，山本一編『ヨーロッパ「憲法」の形成と各国憲法の変化』（信山社，2012 年）。
濱本正太郎 = 興津征雄編著『ヨーロッパという秩序』（勁草書房，2013 年）。
11）　Massimo Fichera, supra note 5, p. 48-52．法の調和の意義については，ヘルムート・ザッツガー，
安達光治，佐川友佳子（共訳）「ヨーロッパにおける刑法のハーモナイゼーション」立命館法学
2007 年 2 号（312 号）も参照。
12）　Francesco Calderoni, Organized Crime Legislation in the European Union: Harmonization and 
Approximation of Criminal Law, National Legislations and the EU Framework Decision on the Fight 
Against Organized Crime, Springer, 2010, pp. 2-8.
13）　Klip, supra note 4 p. 33.
14）　Koen Lenaerts, Piet Van Nuffel, European Union Law, 3rd. ed., Sweet & Maxwell, 2011. esp. chap. 
10.
15）　シェンゲン条約（Agreement between the Governments of the States of the Benelux Economic 
Union, the Federal Republic of Germany and the French Republic on the gradual abolition of checks 
at their common borders/Schengen Agreement）は，ルクセンブルクのシェンゲンにおいて 1985
年 6 月，ベネルックス 3国と西ドイツ及びフランスの間で締結された。国境管理の撤廃に関する
協定（1985 年）とその実施協定（1990 年）の 2つからなる。元来は EU の固有の条約ではないが，
EU はアムステルダム条約によりシュンゲン協定を取り込んだ。現在の加盟国はドイツ，アイス
ランド，イタリア，オランダ，オーストリア，ギリシャ，スウェーデン，スペイン，デンマーク，
ノルウェー，フィンランド，フランス，ベルギー，ポーランド，ポルトガル，ルクセンブルク，
アンドラ，モナコ，サンマリノ，チェコ，ハンガリー，エストニア，リトアニア，ラトビア，ス
ロヴァキアなど 25 か国。EU 構成国のうち，英国とアイルランドは加盟していない。非 EU 構成
国である，スイス，ノルウェー，アイスランドはシュンゲン協定に加盟している。
16）　田口守一「国境を超えた捜査活動（その 1）：シェンゲン協定とその運用状況」比較法学 33 巻
2 号 31-52 頁（2000 年）。石垣泰司「欧州に拡大する域内国境管理撤廃レジーム（シェンゲン体制）
に関する一考察」東海法学 26 号 175-208 頁（2001 年）。
17）　ヨーロッパ評議会の対応として，1996 年 9 月 5 日に閣僚委員会により「変化の時代における
ヨーロッパの刑事政策」（Recommendation No. R(96)8）と題する勧告が採択された。Council of 
Europe, Europe in a time of change: crime policy and criminal law, Council of Europe, 1999.
18）　1993 年のマーストリヒト条約採択当時の背景には，ヨーロッパ諸国間におけるテロ容疑者の犯
罪人引渡問題もあった。1993 年初頭，スペイン政府は，バスク分離主義テロリスト組織とされる
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“ETA”の容疑者の引渡しをベルギー政府に求めたところ，ベルギーのコンセーユ・デタは，ベ
ルギー国内法では「武装集団への参加」を犯罪としていないという理由によって引渡しを拒絶し
た。1957 年のヨーロッパ犯罪人引渡条約の下では，政治犯不引渡の原則（同条約 3条）により，
不引渡しが認められるとされたからであった。その結果，スペイン政府は，これに強く抗議して，
ETA のようなテロリスト集団の容疑者が他のヨーロッパ諸国によって庇護を受けることがない
ように，EU の制度改革を求めた。Renuka E. Rao, Protecting Fugitive’s Rights While Ensuring the 
Prosecution and Punishment of Criminals: An Examination of the New EU Extradition Treaty, Boston 
College International and Comparative Law Review, Vol. 21-1, pp. 229-246, 1998.
19）　庄司克宏『EU 法・基礎編』（岩波書店，2004 年）17 頁。
20）　G. Vermeulen and T. Vander Beken, New Conventions on Extradition in the European Union: 
Analysis and Evaluation, Dickinson Journal of International Law, Vol. 15, 1996-97, pp. 265-300.
21）　Ibid., p. 275.
22）　Convention on simplified extradition procedure between the Member States of the European 
Union, OJ C78, 30.03.1995. Susan Nash and Mark Mackarel, Extradition and European Union, 
International and Comparative Law Quarterly (I.C.L.Q), Vol. 46-4, 1997, pp. 948-957.
23）　略式犯罪人引渡条約に関する Explanatory Report がある。(96/C 375/03), OJ C 375/4. 12. 12. 96.
24）　50 日という期間は，ベネルックス諸国犯罪人引渡条約が，23 日以内としていたことを考慮する
ならば，長期ではあるが，本条約の狙いは，司法的判断プロセスを省略し，政治判断を排除する
ことにあったとも指摘されている。
25）　これらの略式手続による犯罪人引渡しの趣旨は，本稿（1）で検討したように，2010 年のヨー
ロッパ犯罪人引渡条約の第 3議定書においても採用されることとなった。
26）　Convention relating to extradition between the Member States of the European Union，1996 年 9
月 26 日採択，2005 年 6 月 29 日発効。締約国は 12 か国。本条約の邦語訳は，森下忠『犯罪人引
渡法の理論』（成文堂，2004 年）68-75 頁を参照。
27）　Massimo Fichera, supra note 5, p. 19.
28）　Susan Nash and Mark Mackarel, supra note 22, p. 957.
29）　EAW 枠組決定前文第 4パラグラフでは，1990 年のシェンゲン条約実施協定，1995 年略式犯罪
人引渡条約及び 1996 年 EU 犯罪人引渡条約を aquis communautaire として言及している。
30）　ユーロポールの目的は，各国の警察機関が情報を共有することにより，重大な国際犯罪に対処
することにある。ユーロポール自体には捜査権限や逮捕権限などの大きな権限はなく，各警察
機関を支援することが中心である。支援方法としては，情報交換や情報分析，専門技術の提供
や訓練支援などがある。Eric Heilmann, Yves Gautier, Europol et la coopération policière en Europe: 
Actions et perspectives ouvertes par le traité sur l’Union européenne, Universite Louis Pasteur,.
31）　ユーロジャストの任務は，重大な越境犯罪と戦うために EU の諸機関及び構成国の間の捜査・
訴追のための活動を調整することにある。1999 年のタンペレ EU 理事会により設立が求められ，
2002 年に設置された。本部はハーグに置かれている。
32）　1997 年 10 月 2 日署名，1999 年 5 月 1 日発効。
33）　イギリス，アイルランドは，当初はシェンゲン・アキに拘束されないので，国境監視の廃止等
の措置はとっていなかった。デンマークは，刑事司法分野ではシェンゲン・アキを受け入れたが
庇護政策移民及び私法分野における司法協力には参加しないという変則的な形で参加している。
Lenaerts & Van Nuffel, supra note, 11, pp. 342-347．シェンゲン・アキに関しては，庄司・前掲（注
19）122-125 頁を参照。
34）　ミィティネンは，アムステルダム条約の刑事司法分野の特徴として次の 4つ挙げる。すなわ
ち，①「自由，安全，正義の領域」という概念に関連して新たな目的を定めたこと，②理事会が
採択する 2次法規の形式を改めて，新たに共通の立場，枠組決定及び決定とし，③立法過程にお
ける委員会と議会との役割を強化したこと，及び④ EU 裁判所の役割を強化したこと，である。
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Miettinen, supra note 9, p. 30.
35）　直接効果の意義については，以下を参照。Damian Chalmers, Gareth Davies & Giorgio Monti, 
European Union Law, 2nd edition, Cambridge, 2010, p. 591. Alan Dashwood, et al eds., European 
Union Law, 6th edition, Hart Publishing, 2011, pp. 235-270．庄司・前掲（注 19）130-147 頁。
36）　Mitsilegas, supra note 9, p. 16.
37）　A. Hinarejos, On the Legal Effects of Framework Decisions and Decisions Directly Applicable, 
Directly Effective, Self-Executing, Supreme?, European Law Journal, Vol 14, p. 620.
38）　Council Framework Decision on the Standing of Victims in Criminal Proceedings, 2001/220/JHA, 
15 March 2001, OJ L 82/19．本枠組決定は，刑事訴訟手続において犯罪被害者を支援することを
目的として採択された。構成国は，特に弱い立場に置かれている犯罪被害者の尊厳と権利を保障
するように義務づけられている。
39）　16 June 2005, Case C-105/03，Criminal Proceedings against Maria Pupino, ECR［2005］I-5285．
本件では，保育園の保母が園児を虐待した容疑により訴追された事件において， 5歳以下の園児が
非公開の法廷で証言することが認められるかどうかが問題とされた。イタリア刑事訴訟法では，性
犯罪を除き非公開の場での証言を認める規定がなかったが，EU の犯罪被害者の地位に関する枠組
決定では，このような場合の特別の保護措置（ 8条）を規定していたため，フィレンツェの裁判
所において同枠組決定がいかなる効力を有するかが問われたので，ECJ に先決裁定が請求された。
40）　Ibid., para. 34. Mitsilegas, supra note 9, p. 26.
41）　Ibid., para. 42.
42）　Ibid., para. 42 and 43.
43）　高山佳奈子「EU 刑事法大全の構築」刑法雑誌 40 巻 2 号 281-285 頁（2001 年）。末道康之『フ
ランス刑法の現状と欧州刑法の展望』（成文堂，2011 年）特に，第 2部第 1章「欧州刑法の生成
とフランス法」参照。
44）　Klip, supra note 4, p.116.
45）　Council Framework Decision on Combating Terrorism OJ L 164/3 (2002/475/JHA)．福井千衣
「EU のテロリズム対策」外国の立法 228 号 68-81 頁（2006 年）。須網隆夫「地域的国際機構と国
際テロリズム規制─ EU による国際テロへの法的対応と課題」国際法外交雑誌 106 巻 1 号 1-35 頁
（2007 年）。
46）　2009 年 12 月 1 日のリスボン条約発効までの間に，EU が第 3の柱の分野で採択した枠組決定
は 26 存在する。Miettinen, supra note 9, p.35．ミッティネンによれば，それらは相互承認に関す
るもの，手続的規定の部分的調和を目指すもの（個人情報保護等）。実体法の調和を主たる目的
としているものがあると分類している。刑事手続上の証拠物件等の欧州捜索令状に関する枠組
決定（Council Framework decision on the European evidence warrant for the purpose of obtaining 
objects, documents and data for use in proceedings in criminal matters, OJ L 350/72）財産と証拠の
凍結命令の執行に関する枠組決定（Council Framework decision on the execution in the European 
Union of orders freezing assets and evidence），財産刑の相互承認適用に関する枠組決定などが採
択されている。
47）　EU は，人身取引の防止のための枠組決定を採択して積極的な対応を行ってきた。Council 
Framework Decision on Combating Trafﬁcking in Human Beings, 2002/629/JHA. Erling Johannes 
Husabo and Ingvild Bruce, eds., Fighting Terrorism through Multilevel Criminal Legislation, Martinus 
Nijhoff, 2009. Anne Wyembergh and Veronica Santamaria, The Evaluation of European Criminal 
Law: The Example of the Framework Decision on Combating Trafﬁcking in Human Beings, Institut d’ 
etudes europeenenes, 2009.
48）　Council Framework Decision on the European Evidence Warrant，2008 年 12 月 18 日採択。刑事
事件に関する証拠（物，文書またはデータ）の相互交換，取得を迅速かつ容易にするために採択
された。供述の獲得のための協力は含まない。身体の捜索から得られる証拠（DNA サンプル，指
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紋）および電話の通話記録等については原則として協力対象に含まない。
49）　欧州憲法条約は，2004 年 10 月 25 日に，EU の 25 の構成国によって採択された。従来の EU 条
約と EC 条約という 2本の条約を 1本化し，EU 議会の立法権を強化するなどによって EU 統合を
推進することを目的としていたが，2005 年 5 月にはフランスの国民投票により，翌月にはオラン
ダでも否決された結果，そのままの発効の見通しが立たなくなり，内容の見直しが行われた。
50）　Steve Peers, EU Criminal law and the Treaty of Lisbon, European Law Review (E.L.Rev.), Vol. 
33(4), 2008, pp. 507-529. Valsamis Mitsilegas, The Third Wave of Third Pillar Law: Which Direction 
for EU Criminal Justice? E.L.Rev, Vol. 34(4), 2009, pp. 523-560.
51）　未道康之「欧州憲法条約と刑事司法協力」南山大学ヨーロッパ研究センター報 12 号 71-86 頁
（2006 年）。
52）　EU 基本権憲章の邦語訳は，松井芳郎他編『国際人権条約・宣言集（第 3版）』（東信堂，2005 年）
127-132 頁。
53）　Mitsilegas, supra note 9, p. 40. Stephen Carruthers, The Treaty of Lisbon and the reformed 
jurisdictional powers of the European Court of Justice in the ﬁeld of justice and home affairs, E.H.R.L. 
Rev., 2009, pp. 784-804.
54）　Mitsilegas, supra note 9, p. 41.
55）　Maria Flecher, et al., supra note 9, p. 38.
56）　リスボン条約の意義については，次の文献も参照。鷲江義勝編著『リスボン条約による欧州統
合の新展開』（ミネルヴァ書房，2009 年）。
57）　Mitsilegas, supra note 9, p. 116.
58）　Tampere European Council Conclusions, 15-16, 10 1999, at para. 33. Peter Cullen & Sarah Jund, 
eds., Criminal Justice Co-operation in the European Union after Tampere, Academy of European Law, 
Bundesanzeiger, 2002.
59）　Ibid., para. 35.
60）　Commission of the European Communities, Communication from the Commission to the Council 
and the European Union, Mutual recognition of the final decisions in criminal matters, Brussels，
26.7.2000, COM(2000) 495 ﬁnal, p. 2.
61）　Ibid., p. 4. Also see, Council of the EU, Programme of measures to implement the principle of 
mutual recognition of decisions in criminal matters, OJ C 12/10, 15.1.2001.
62）　Commission of the European Communities, Proposal for a Council Framework Decision on the 
European arrest warrant and the surrender procedures between the Member States, 25. 9, 2001, 
COM(2001) 522 ﬁnal/2, 2001/0215(CNS).
63）　Explanatory Memorandum, para. 4.1, ibid, p.3.
64）　横山真規雄「EU 型『犯罪人引渡制度』の始動と共通逮捕状─国境なきヨーロッパの安寧秩序
に向けた新たな展開」斎藤静敬先生古稀祝賀論文集刊行委員会編『刑事法学の現代的展開』（八千
代出版，2005 年）407-437 頁。
65）　2005 年 4 月 22 日，イタリアが国内実施法を採択したことによって，すべての構成国が EAW を
国内法化した。COM(2006)8 ﬁnal, 24.1.2006.
66）　実際の引渡しに要した日数は，迅速な手続を用いることに対する本人の同意がある場合に
は，平均 16 日であった。本人の同意がない場合には，48.6 日であった（いずれも，2009 年）。
同意を与えた被請求人の割合は，54％であった。Report from the Commission to the European 
Parliament and the Council on the implementation since 2007 of the Council Framework Decision of 
13 June 2002 on the European arrest warrant and the surrender procedures between Member States, 
Brussels, 11. 4. 2011. COM(2011) 175 ﬁnal, p. 11.
67）　EAW 枠組決定 1条 2項「構成国は，相互承認の原則に基づき，またこの枠組決定の規定に従っ
て，欧州逮捕状を執行する。」。
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68）　英国最高裁は，ジュリアン・アサンジ（Julian Assange）氏に対してスウェーデンの検察当
局が発給した逮捕状の効力が争われた点について，EAW 上の「司法的決定」は必ずしも裁判
所の決定だけを意味せず，検察官によって発給された逮捕状の効力も認める趣旨であると解し
た。Assange v. Sweden ［2012］ UKSC 22 (SC). Frances McClenaghan, Interpreting Framework 
Decisions: Lessons learnt in Assange v Swedish Prosecution Authority, European Human Rights Law 
Review (E.H.R.L.Rev.), 2012, pp. 33-438.
69）　関連して次の文献も参照できる。シルヴィ・シマモンティ／小木曽綾（要約）「フランスの司法
共助─ヨーロッパ逮捕状を中心として」中央ロー・ジャーナル 9巻 3号 95-118 頁（2012 年）。
70）　EAW 枠組決定前文パラグラフ 5。
71）　EAW 枠組決定前文パラグラフ 11。
72）　犯罪人引渡し（extradition）に類似の制度としては，アメリカ合衆国の州の間の引渡制度
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リカ合衆国憲法第 4条第 2節）。また，アメリカ合衆国には，テロリスト容疑者の超法規的な逮
捕，拘禁，移送及び尋問のための方法として，「特別送致」（extraordinary rendition）という手段
がある。CIA などの諜報機関がその実行に当たり，米国の本土以外の場所において，拷問を含む
過酷な尋問手段を用いることにより情報を引き出すことが目的であり，米国本土の外において非
アメリカ市民に対して行われた行為は米国法による保護が適用せず，また適法性についての司法
審査には服さない。9.11 同時多発テロ事件以後，米国のブッシュ政権の下において，テロとの戦
いという例外的状況の下でこれを正当化しようとした。しかし，アメリカも加入している自由権
規約及び拷問禁止条約による拷問の禁止は，戦時等においても免脱（derogation）が許されない
ことを考慮するならば，extraordinary rendition は，これらの条約に違反するとの指摘がなされ
ている。David Weissbrodt & Amy Bergquist, Extraordinary Rendition and the Torture Convention, 
Virginia Journal of International Law, Vol. 46, 2006, pp. 839-901. Mario Silva, Extraordinary rendition: 
A challenge to Canadian and United States Legal Obligations under the Convention against Torture, 
California Western International Law Journal, Vol. 39, 2008-2009, p. 313.
73）　ICC 規程 102 条。旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所規程 29 条，ルワンダ国際刑事裁判所規程
28 条 2 項も同様に surrender の語を用いる。
74）　ICC 規程 89 条。
75）　ICC 規程 102 条 2 項 f。
76）　Goran Sluiter, The Surrender of War Criminals to the International Criminal Court, Loyola of Los 
Angeles International and Comparative Law Review, Vol. 25, 2003, pp. 605-651.
77）　Oxford English Dictionary (OED)［web edition］の定義による。
78）　OED web edition の定義を参照。
79）　Surrender は，密接な関係のある，英国とアイルランド間の犯罪人引渡しや，コモンウェル
ス諸国間の犯罪人引渡しで使用されることもある。コモンウェルス諸国間の犯罪人引渡し（A 
Scheme relating to the rendition of fugitive offenders within the Commonwealth）は，“surrender”
と呼ばれている。
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●Summary
The purpose of this article is to analyze how the rules of extradition among European 
countries have been modiﬁed to meet present needs, by looking at the developing stages of 
laws and treaties.
The article provides two examples. The first is the European Convention on Extradition 
(ECE), which was adopted in 1957 by the Council of Europe (CoE), the Pan European regional 
institution for cooperation among European countries. The second is the system established 
under the framework decision of the European Arrest Warrant (EAW), a set of new innovative 
extradition rules institutionalized by the European Union (EU), a supranational regional 
institution.
Since the softening and lifting of border controls among European countries decades ago, 
transnational organized crime─such as narcotics traf ficking, money-laundering, human 
trafﬁcking, and cyber-crime─has risen. The increase gave rise to a need for an in-depth review 
of traditional extradition laws, which hampered the effective surrender of the fugitives. The 
frequency of terrorist attacks since the early 21st century also called the efﬁcacy of the existing 
laws into question.
European States have tried to improve regional cooperation for criminal justice, especially 
the system of extraditing fugitives. However, traditional extradition procedures included 
cumbersome formalities and months of time. Those rules hindered the prompt and effective 
transnational surrender of the fugitives. Examples include “double criminality,” the rule of 
specialty, the principle of non-extradition of political prisoners, and the rule of non-extradition 
of nationals. On the other hand, these rules may help protect the procedural rights of fugitives 
against the arbitrary exercise of power by a State.
The CoE adopted the European Convention on Extradition in 1957, making it one of the 
oldest regional extradition treaties, based primarily on traditional extradition laws. However in 
recent years, additional protocols were adopted to respond to the need for prompt extradition of 
offenders.
Within the European Union, in 2002 the Council of the EU passed the framework decision 
on the EAW to replace pre-existing extradition treaties among member states. A set of very 
innovative rules resulted. Extradition laws─ including the principle of non-extradition of 
political prisoners and the rule of non-extradition of nationals─were abolished. An arrest 
warrant issued by a judicial authority of a member state is mutually recognized automatically 
by other member states. However, since the EAW was adopted as a sort of counter-security 
measure against terrorism, the framework decision evinced little concern for human rights 
protection. States are prohibited from refusing to surrender a suspect even if he has the 
nationality of the requesting State. The exception for political offenders cannot be invoked.
It is too soon to tell whether the new EAW is superior to the old treaty system despite of its 
efﬁcacy. European countries are still trying to solve the question of how to balance the need 
for prompt and effective surrender with respect for procedural guarantees for individual rights 
against abusive exercise of State power.
The article provides an evaluation of these developments through analysis of rules, laws, 
and cases. It also sets forth a critique of decisions of the European Court of Justice to evaluate 
its performance as the supervisor of the overall system. Respect for human rights not only 
works to the beneﬁt of the individuals concerned, it also enhances the legitimacy of the overall 
system.
